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１．近年の災害と事前防災対策の効果
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⃝ 短時間強雨の発生の増加や台風の大型化等により、近年は浸水被害が頻発しており、既に地球温暖化の
影響が顕在化しているとみられ、今後さらに気候変動による水災害の激甚化・頻発化が予測されている。

※ここに例示したもの以外にも、全国各地
で地震や大雨等による被害が発生

【平成27年9月関東・東北豪雨】

①鬼怒川の堤防決壊による浸水被害
（茨城県常総市）

②小本川の氾濫による浸水被害
（岩手県岩泉町）

【平成28年8月台風第10号】 【平成29年7月九州北部豪雨】

③赤谷川における浸水被害
（福岡県朝倉市）

【平成30年7月豪雨】

【令和元年東日本台風】 【令和2年7月豪雨】 【令和3年8月の大雨】

■毎年のように全国各地で浸水被害が発生

【令和4年8月の大雨】

⑧最上川における浸水被害
（山形県大江町）

⑤千曲川における浸水被害
(長野県長野市)

⑥球磨川における浸水被害
（熊本県人吉市）

⑦池町川における浸水被害
（福岡県久留米市）

【令和5年7月の大雨】

④小田川における浸水被害
（岡山県倉敷市）

⑨太平川における浸水被害
（秋田県秋田市）

③

②

①
④

⑤

⑥
⑦

⑧
⑨

気候変動による水災害の激甚化・頻発化
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令和5年6月 台風第2号及びそれに伴う前線の活発化による大雨の概要

○ 停滞する前線に向かって、台風第2号からの非常に湿った空気が流れ込み、前線の活動が活発となり、各地で

非常に激しい雨となった。

○ 静岡県・愛知県・三重県では、線状降水帯が発生し、一部地域で降り始めからの総降水量が500mmを超えた。

○ 静岡県、愛知県では死者3名、床上浸水353棟などの被害が発生し、国道１号が冠水により通行止めになるなど

甚大な被害が発生した。

決壊

約50m

太田川水系敷地川 磐田市

国道１号冠水 愛知県豊川市宮下交差点

豊川下条霞 浸水状況（豊橋市）

豊川賀茂霞 浸水状況（豊橋市）

げじょう

かも
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※ 浸水範囲は現時点時点の速報値であり、概ねの位置を示している。
※ 操作員の安全確保のため、操作要領に基づき、小坂井排水機場は、6月2日23時53分～6月3日2時40分までの間、運転を停止している。

小坂井排水機場横
排水ポンプ車２台

で排水

浸水範囲

小坂井高校前
排水ポンプ車
１台で排水

小坂井排水機場

小坂井排水機場

○ 豊川放水路の小坂井排水機場付近では、内水による浸水被害が発生しました。（豊川放水路からの越水は無し）

○ 国土交通省では、速やかな浸水解消のため、小坂井排水機場からの排水に加え、排水ポンプ車計３台を配備し、排水

作業を実施しました。

こ ざ か い

被害状況（豊川水系豊川） ＜令和5年6月 台風第2号＞

★

★
★

排水ポンプ車の排水状況

規格設置場所排水施設

約8m3/s同左
小坂井

排水機場

30m3/min
小坂井

排水機場周辺
排水ポンプ車

（庄内川）

30m3/min同上
排水ポンプ車

（豊橋）

30m3/min
小坂井

高校周辺
排水ポンプ車
（中部技術）
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Ａ’
Ａ

堤防整備（国）

河道掘削（国）

多治見市

• 平成23年9月台風15号の浸水被害を受けて、国、岐阜県、多治見市、地域住民等により浸水対策協議会を設

置し、土岐川の河道掘削や堤防整備、脇之島川の付替え、土岐川右岸ポンプ場増設、土岐川左岸ポンプ場の新

設等の浸水被害の軽減に向けた取組を実施しました。

• 今回の出水では、土岐川の河道掘削の実施と小里川ダムの洪水調節効果により、多治見市平和町地先にて、

約５0cmの水位低減があったと推定されます。

• また、土岐川右岸ポンプ場及び土岐川左岸ポンプ場が稼働し、内水を排水しました。

• 今回の降雨は、多治見地点上流域でH23.9出水時に迫る雨量を観測しましたが、家屋等の浸水被害を軽減し

ました。
※岐阜県多治見市平和町地先の水位は、簡易的な手法を元に算出しております。
※本資料の数値等は、速報値及び推定値であるため、今後の調査により変わる可能性があります。

岐阜県多治見市平和町地先(庄内川47.4k付近)

■浸水対策の主な取組

土岐川右岸ポンプ場増設事業
事業期間：平成24～28年度
事業主体：多治見市

※岐阜県多治見市平和町地先の水位は、簡易的な手法を元に算出しております。

■水位低減効果

事業箇所

■24時間流域平均雨量
（多治見地点上流域）

脇之島川の合流処理及び整備
事業期間：平成25～30年度
事業主体：国土交通省、多治見市

（参考）H23.9出水 浸水実績

土岐川左岸ポンプ場建設事業
事業期間：平成25～30年度
事業主体：多治見市

■浸水⼾数

河道掘削

河道掘削とダムが
無い場合の水位 今回水位

堤防整備
（パラペット）

A
A’

約５０㎝の水位低減

※岐阜県公表資料（6月5日時点）より

※

【庄内川水系土岐川】台風２号及びそれに伴う前線の活発化による大雨による治水事業の効果
しょうないがわ ときがわ

[国土強靱化]

速報版
国管理

【岐阜県】
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速報値き そ がわ つ ぼ がわ

【岐阜県木曽川水系津保川】令和5年8月 台風第７号に伴う大雨の治水事業効果
県管理

【岐阜県】
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河川改修による治水効果（狩野川水系黄瀬川）

■河川整備による水位低減効果

水位低下

約0.8ｍ
（計算値）

（黄瀬川橋付近 0.8kp）

事業を実施しなかった場合の水位

今回水位（速報値）

河道掘削
(狭窄部掘削)

（V=約12,000m3）

堤防整備
（L=約120m） 堤防整備

（L=約80m）河道拡幅

黄瀬川大橋

■位置図

か の が わ き せ が わ

○ 狩野川水系黄瀬川では、令和5年6月2日からの大雨により、愛鷹雨量観測所において総雨量485mmを観測、本宿水位観測所
において最高水位が4.31mを記録した。（※既往最高 H19台風9号 総雨量282mm 水位5.68m）

○ 近年の河道拡幅（黄瀬川橋）【H17～H25】や河道掘削【H30～R2】等を実施したことで、黄瀬川0.8kp付近の河川水位を約0.8m低
下させた効果を確認した。

黄
瀬
川

狭窄部

平成19年2月撮影

河道拡幅前
（黄瀬川橋）

河道掘削前（Ｈ３１．４）

黄瀬川大橋

平成27年2月撮影

河道拡幅後
（黄瀬川橋）

CCTVより（2.6k付近）

■出水状況 ■近年実施した河川改修（実施前→実施後）

■近年実施した河川改修位置図

駿河湾

伊豆半島

三島市

沼津市 狩野川

黄瀬川

黄瀬川
清水町

あ し た か

河道掘削（約4万6千m3）

黄瀬川

河道掘削後（Ｒ２．６）

堤防整備

護岸整備

架替前

黄瀬川架替後

河道拡幅

河道拡幅のイメージ

右岸 右岸

河道掘削

※本資料の数値は現時点速報値であるため、今後の調査で変わる可能性があります。

黄瀬川大橋

河道拡幅
（黄瀬川橋）

河道掘削
（全体：約4万6千m3）

・・・近年実施した河川改修

1.0kp

沼津市

清水町

ほ ん じ ゅ く

国管理
【静岡県】
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※R5台風第２号の浸水範
囲はR5.6.5時点のもので
あり、詳細な範囲は今後
の調査により確認する。

■主な河川整備の経過
S49 昭和49年台風第8号と梅雨前線（七夕豪雨）
S54～ 総合治水対策特定河川事業着手
H11 大谷川放水路供用、麻機遊水地の第4工区供用
H16 麻機遊水地の第3工区供用
H20 大内遊水地供用
H21 特定都市河川に指定、麻機遊水地の第１工区供用
R3 麻機遊水地の第2工区の暫定供用
R4 令和４年台風第15号
R5 令和５年台風第2号による豪雨

【巴川流域内の流域対策
（雨水貯留施設）】

○これまでに、巴川流域
内では官民が連携し、約
60万m3分の雨水貯留施
設が設置されている。

雨水貯留施設位置図

ため池雨水貯留施設

（葵区胸形神社）
むなかた

床上 床下 計

R5.6.2洪水 3 111 114

浸水⼾数（⼾）

【巴川 総合治水対策特定河川事業による整備効果】

浸水被
害軽減

浸水戸数
26,156

浸水戸数
114

七夕豪雨
(S49.7.7)

今回豪雨
(R5.6.2)

七夕豪雨
(S49.7.7)

今回豪雨
(R5.6.2)

24h雨量
508

24h雨量
359

時間
最大
76

時間
最大
41.5

24h雨量と時間最大雨量 浸水戸数

単位:mm 単位:戸

台風15号
(R4.9.23)

時間
最大
107

24h雨量
416.5

台風15号
(R4.9.23)

浸水戸数
4,821

（静岡地方気象台観測所）

浸水範囲
R5台風第２号
R4台風第15号
S49七夕豪雨

主な施設整備
遊水地・放水路

大谷川放水路
おおやがわほうすいろ

【位置図】

静岡市

洪水を一時的に貯留

洪水の一部を海に放流

あさはたゆうすいち

麻機遊水地
(約264万m3)

巴川水系巴川における総合治水対策特定河川事業における整備効果について（静岡県）
● 令和5年6月2日からの大雨により、静岡市では静岡地方気象台観測所で時間最大雨量41.5mm/h、24h雨量359mmを観測した。
● 巴川では、昭和49年七夕豪雨を契機として、昭和54年度から総合治水対策特定河川事業に着手し、放水路や遊水地等に加え、

雨水貯留施設等を整備。
● これまでの河川整備により、浸水家屋数の減少に寄与。

ともえがわ ともえがわ [国土強靱化]

速報版

県管理
【静岡県】
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河川改修による治水効果（愛知県：庄内川水系八田川・地蔵川）

○八田川・地蔵川では、 平成23年9月の台風15号に伴う豪雨による家屋浸水被害（床上浸水217戸、床下浸水183戸）を契機に、床上浸水
対策特別緊急事業や緊急３か年事業、５か年加速化事業により、八田川の河道整備、橋梁改築及び地蔵川の排水機場の整備を実施。

○今回の出水では、平成23年9月（24時間雨量202㎜）の出水に対し、3/4程度の151㎜の24時間雨量を記録したが、６月1日より供用開始し
た地蔵川排水機場を運転し、約４０万ｍ３排水したことで、浸水被害は発生しなかった。

事業効果

床上
217戸

床下
183戸

凡例
H28要求
H29以降 地蔵川

床上浸水対策
特別緊急事業

（H29-R3）

凡例
河川
浸水範囲(H23.9)
床上浸水家屋(H23.9)

春日井市

八田川
床上浸水対策
特別緊急事業
L=600m

(H29～R3）

庄内川名古屋市

地蔵川排水機場整備
Q=25m3/s(将来45m3/s)

位置図
はったがわ じぞうがわ

八田川・地蔵川
(名古屋市北区・春日井市)

八田川 地蔵川

庄内川

新地蔵川
新川

国
道
41
号

写真①

平成23年9月20日台風15号
による豪雨の被害状況

写真①

八田川

み ゆきちょう

御幸町地区（春日井市）浸水状況

➢浸水被害を解消！

浸水戸数
０戸

【稼働時間】
6/2 約 ９時間

※1:41～ 2:12、13:06～21:09

【排水量】
約 ３９２千m3

※25mプール 約697杯分

地蔵川排水機場完成（R5.5）

勝川水位観測所

最高水位：3.33m（2014.9.20  15:50)

氾濫危険水位 2.6m

最高水位 1.72m(2023.6.2.14:00)
▼

【整備効果】
6/2 13時に24mm/Hの

降雨を観測したが、排水
機場ポンプを稼働したこと
で、勝川水位観測所地点
では最大で「1.72m」に収
まり、氾濫危険水位を大
きく下回っている。浸水被
害も発生しておらず、整
備効果は極めて高い。

0

100

200

300

H23.9台風15号 R5.6台風2号

24時間雨量

202mm

雨量

151mm

単位：mm 単位：戸

H23.9台風15号 R5.6台風2号

は っ た が わ じ ぞ う が わ
県管理

【愛知県】
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宮川水系 宮川の整備事業効果

7.0k

8.0k
9.0k

10.0k

事業実施前の河道で今回出水が
発生した場合の浸水範囲（想定）

○事業実施状況

7.0km
7.0km

8.0km

8.0km

9.0km

9.0km

宮
川

○今回出水による整備効果（宮川8.8k）実施前 H18年度

事業実施前

〇台風第７号の影響により、宮川の宮川雨量観測所では、令和５年８月１４～１６日に累加雨量３８２mm
を観測し、岩出水位観測所では、避難判断水位を超過した。

〇宮川では、床上浸水対策特別緊急事業（河道掘削、築堤） ［H18～H23］を行ったことにより、 ８.８k地点
（伊勢市大倉地区）では、最大で約０.８mの水位低下効果が図られた。

○仮に事業を行っていなければ８haの土地、６戸の浸水被害が発生する恐れがあった。

堤防・護岸整備
樋門・樋管整備
河道掘削

宮
川

8.0km

9.0km

7.0km

10.0km

7.0km

9.0km

10.0km

8.0km

実施後 H23年度

今回

▼事業実施前の水位 T.P.9.9m

▲事業実施後の水位 T.P.9.1m

河道掘削
樹木伐採

築堤

事業前の堤防高
T.P.8.9m

浸水被害
なし

浸水被害
なし

凡例

堤防・護岸整備
樋門・樋管整備
河道掘削

○宮川（8.3ｋ付近）出水状況

平常時 出水時
宮川 宮川

※記載の水位は、速報値であり、今後変更の可能性があります。

約0.8mの水位低下

事業実施前 今回

いわ で

い せ おお くら

事業後の堤防高
T.P.12.6m

▼計画高水位 T.P.10.76m

○位置図

国管理
【三重県】
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河川改修による治水効果（宮川水系勢田川）

２０２１年７月８日撮影
勢田川

○台風第２号及び前線に伴う出水の影響により、勢田川流域（岡本雨量観測所）では令和５年６月２日に
１時間最大雨量76mmを観測。

〇岡本水位観測所では、出動水位を超過。
○勢田川では、 「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」等で河道掘削（H29～R4）を実施し

たことで、岡本地点（5.8k）で、最大で約0.2mの水位低下が図られ、避難判断水位の超過を回避した。

伊
勢
湾

愛知県

三重県

宮川流域

岐阜県○位置図 ○今回出水による整備効果（勢田川5.8k）

○勢田川岡本付近出水状況

○事業実施箇所図（H29年度～R4年度）

5.8k付近 掘削を行わなかった場合の水位（推定値）
H=2.14m

掘削後における最高水位
H=1.94m

河道掘削断面

水位低減効果 約0.2m（推定値）

○事業実施状況

※記載の水位・被害状況は、現時点速報値であり、今後変更となる可能性があります。

出水時平常時

▼計画高水 2.49m

1
.0

k

河道掘削（H29～R4） 0
.0

k

避難判断水位
H=2.11m

岡
本
水
位
観
測
所

国管理
【三重県】
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河川改修による治水効果（櫛田川水系佐奈川）

○台風第２号及び前線に伴う出水の影響により、佐奈川の西山橋水位観測所では出動水位を超過。
○佐奈川では、「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」等で堆積土砂の掘削・樹木伐採
（H29～R3）を実施したことで、西山橋観測所（3.9ｋ）で、最大で約0.5mの水位低下が図られ、避難判断水
位の超過を回避した。

西山橋地点

○位置図

櫛田川
佐奈川

平常時

出水時

○西山橋付近出水状況

○今回出水による整備効果（水位低下効果）

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

-20 -10 0 10 20 30 40

標
高
（
m）

横断距離（m）

西山橋地点横断形状

HWL

避難判断水位

事業実施前水位

事業実施後水位

約0.5mの水位低下

▼計画高水位 3.27m

▼河川改修実施後の水位 2.55m

西山橋観測所地点

▼河川改修実施前の水位 3.02m
▼避難判断水位 2.70m

河道掘削断面

○事業実施箇所（H29年度～）

※記載の水位・被害状況は、現時点速報値であり、今後変更となる可能性があります。

国管理
【三重県】
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雲出川水系 中村川の整備事業効果

橋脚による河積阻害

実施前

実施後

実施前

事業区間（L=1,053m）

既設橋梁撤去

至
名

古
屋

近
鉄

名
古

屋
線

黒田頭首工
撤去

橋梁架替

河道掘削

1.0k

〇位置図

・河道掘削（黒田頭首工撤去含む）

〇事業実施状況

〇中村川（1.0k付近）の出水状況

〇今回出水による整備効果（中村川1.0k）

黒田頭首工撤去完了
実施後

・雲出川特定構造物改築事業（近畿日本鉄道「新中村川橋梁」）

〇島田橋水位観測所

〇台風第７号の影響により、雲出川の宇気郷雨量観測所では令和５年８月１３～１５日に累加雨量３８２mmを観測し、
島田橋水位観測所では避難判断水位を超過した 。

〇中村川では、雲出川特定構造物改築事業（近畿日本鉄道「新中村川橋梁」）［H14～H24］や３か年緊急対策［H30～

R2］、５か年加速化対策［R3～］を活用した、橋梁下流部での河道掘削（黒田頭首工撤去を含む）により、１.０k地点（松

阪市嬉野中川地区、宮古地区）では、最大で約１.３mの水位低下が図られた。

う き さ と

し ま だ ば し

う れ し の な か が わ み や こ

平常時

近畿日本鉄道「新中村川橋梁」

▽HWL T.P.＋9.74m

橋脚による河積阻害を解消

現橋

旧橋

河道掘削

※記載の数値等は速報値であり、
今後変更の可能性があります。

約1.3mの水位低下

▲事業実施後の水位 T.P.7.56m

事業実施前の水位
▼ T.P.8.85m

宇気郷雨量観測所

く も ず が わ

出水時

国管理
【三重県】
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 戦後直後の度重なる洪水被害を踏まえ、治水対策を強力に推進。その結果、人的
被害は大幅に低減。

注１）死者、行方不明者数については、明治35年～昭和16年は「戦後水害被害額推計」（河川局）、昭和21年～昭和27年は「災害統計」 （河川局）、昭和28年～平成15年
は警察庁調べ、平成16年以降は消防庁調べに基づき、国土交通省において水害・土砂災害を原因としない死傷者（例：強風による転倒等）を除いて再集計したもの。
注２）治水投資額については、国土交通省会計課資料、「水管理・国土保全局予算概要」（国土交通省水管理・国土保全局）、財務省HP

死者・行方不明者数
（人）

治水予算

死者・行方不明者数
治水予算（当初）
（億円 2011年換算額）

25 30 35 40 45 50 55 60 2 7 12 17 22 27 1
昭和 平成 令和

伊勢湾台風 (1959)（S34）
5,098人

これまでの治水投資の成果（１） ～人命損失が激減～
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 戦後、荒廃した国土の中で頻発した台風や豪雨により深刻な被害が発生したが、
その後、国や都道府県、市町村がぞれぞれの役割に応じ、ダムや堤防、砂防堰
堤、下水道の整備等の治水対策を行い、浸水面積は減少。

 近年、気候変動の影響で浸水面積が再び増加傾向を示している。
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（ha） 水害区域面積（宅地・その他）

気候変動による
降雨量の増加

出典：国土交通省「水害統計」

治水対策の効果

注１）値は過去１０箇年の平均値である。
注2）令和2年の水害区域面積は、令和3年８月公表の暫定値であり、今後確報値の公表に伴い数値が変更となる可能性がある。

これまでの治水投資の成果（２） ～浸水面積が激減～

15



0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

40000

45000

50000

S4
7

4
8

4
9

5
0

5
1

5
2

5
3

5
4

5
5

5
6

5
7

5
8

5
9

6
0

6
1

6
2

6
3

H
1 2 3 4 5 6 7 8 9

1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

R
1 2

一般資産水害被害密度（千円／ha）

R2H12S59

84 
（約8倍）

21
（約2倍）

10
床上浸水
（50cm-
99cm）

 経済成長の進展に伴い、それまで氾濫域であった土地の都市開発圧力の増大や、
資産価値の上昇等により、単位面積あたりの資産が増大。その結果、単位面積あ
たり水害被害額は増加。

注１）値は過去１０箇年の平均値である。
注２）一般資産水害被害密度には、営業停止損失を含む。
注３）価格は平成２３年価格である。
注４）令和2年の被害額は、令和3年8月公表の暫定値であり、今後確報値の公表に伴い数値が変更となる可能性がある。 出典：国土交通省「水害統計」

一般資産水害被害額

水害区域面積

家屋１㎡当たり被害額算定（東京都）
（千円／㎡）

※数値は四捨五入した値

都市化の進展・生活様式の変化と水害被害額 ～水害密度は上昇～
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．流域治水プロジェクトの本格的実践
（１）流域治水プロジェクトの実践
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気候変動のスピードに対応した新たな水災害対策

○施設整備には時間を要することになるが、その間でも、温暖化により洪水による被害が深刻化する恐れがあ
るため、河川整備を加速することに加え、本川下流のみならず上流や支川など中小河川も含め流域全体で、
国・都道府県・市町村、地元企業や住民などが協働して取り組む「流域治水」により治水対策を推進。

○去る3月30日に、水害に強いまちづくりや地域防災力の強化などの流域対策と河川整備を組み合わせた「流
域治水プロジェクト」を全国109の一級水系で策定し、本格的に現場レベルで「流域治水」をスタート。

森林整備・治山対策

水田貯留 ため池等
の活用

雨水貯留施設
の整備バックウォータ―対策

排水機場の整備 リスクが低い
地域への移転

学校施設の
浸水対策

海岸保全施設の整備

雨水貯留・排水
施設の整備

堤防整備・強化

遊水地整備

河道掘削

治水ダムの
建設・再生

利水ダム
の活用

集水域

河川区域

氾濫域

砂防関係施設
の整備

リスクの高い地域

集水域

流水の貯留
[国・県・市・利水者]

治水ダムの建設・再生、
利水ダム等において貯留水を
事前に放流し洪水調節に活用

[国・県・市]
土地利用と一体となった遊水
機能の向上

持続可能な河道の流下能力の
維持・向上
[国・県・市]

河床掘削、引堤、砂防堰堤、
雨水排水施設等の整備

氾濫水を減らす
[国・県]

「粘り強い堤防」を目指した
堤防強化等

雨水貯留機能の拡大
[県・市、企業、住民]

雨水貯留浸透施設の整備、
ため池等の治水利用

浸水範囲を減らす
[国・県・市]

二線堤の整備、
自然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい方の工夫

[県・市、企業、住民]
土地利用規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の水害リスク情報提供、
金融による誘導の検討

河川区域

県 ：都道府県
市 ：市町村
[ ]：想定される対策実施主体

氾濫域 氾濫域土地のリスク情報の充実
[国・県]

水害リスク情報の空白地帯解消、
多段型水害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市]

長期予測の技術開発、
リアルタイム浸水・決壊把握

経済被害の最小化
[企業、住民]

工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定

住まい方の工夫
[企業、住民]

不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融商品を通じた浸水対
策の促進

被災自治体の支援体制充実
[国・企業]

官民連携によるTEC-FORCEの
体制強化

氾濫水を早く排除する
[国・県・市等]

排水門等の整備、排水強化

②被害対象を減少させるための対策①氾濫をできるだけ防ぐ
・減らすための対策

③被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策

「流域治水」の施策のイメージ
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流域全体で早急に実施すべき対策の全体像「流域治水プロジェクト」

○河川管理者等が行う対策に加え、流域に関わる市町村、企業等の関係者が連携してダムの事前放流や雨水の貯留など事前防災対策を実施

流域治水の推進（地域づくりと連携した流域治水による災害対応）

19



〈流域治水施策集の特徴〉
①施策の実施主体別の目的・役割分担等がわかるよう一覧で整理
②流域治水の実践において参考となるよう、各施策の概要・推進上のポイント等をとりまとめ
③令和５年３月にVer2.0に更新。Ver1.0の内容に加え、山地や海岸における対策やコラム等の追加を実施

流域治水施策の実施主体別の目的・役割分担等一覧化（目次）

施策の目的
目的・実施主体別の施策

実施主体

施策の根拠となる法令、法定計画等

予算・税制

（流域治水施策集 ホームページURL：
https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/sesaku/index.html）

20

流域治水施策集 ～「流域治水」の実践に向けて、流域の関係者に共有・活用します～



Ⅰ 遊水地とは

Ⅱ 遊水地事業への支援制度

Ⅲ 耕作者への支援制度（農林水産省）

Ⅳ 遊水地上面利活用の事例

「流域治水」の本格的な実践に向けて、遊水地を整備する際に活用されるよう、事業の概要・支援制度・遊水地内
の上面利活用の事例等を分かりやすく簡潔にまとめました。

目次

表紙

パンフレット・事例集（水管理・国土保全局）

Ⅳ 遊水地上面利活用の事例Ⅰ 遊水地とは

https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/index.html

21

流域関係者による施策の具体化・実践



○ 国土交通省では、土地利用や住まい方の工夫、水災害リスクを踏まえた防災まちづくりの検討及び企
業の立地選択など、流域治水の取り組みを推進するため、浸水範囲と浸水頻度の関係を図示した水
害リスクマップ（外水氾濫）を作成・公表。

洪水浸水想定区域図と水害リスクマップ

洪水浸水想定区域図
（想定最大規模）

水害リスクマップの見方・活用例

水害リスクマップ
（浸水深３m以上（１階居室浸水相当以上）

○ 最悪の事態を想定して命を守
るという観点から、避難が必
要となる場所と安全な場所を
把握することを目的としている。

凡 例

0.5m未満の区域

0.5m～3.0m未満の区域

3.0m～5.0m未満の区域

5.0m～10.0m未満の区域

10.0m～20.0m未満の区域

凡 例

高頻度 （1/10）

中高頻度 （1/30）

中頻度 （1/50）

中低頻度 （1/100）

想定最大規模

浸水する範囲 浸水深50cm以上
（床上浸水相当以上）

浸水深３m以上
（１階居室浸水相当以上）

＜３つの図面を並べて比較＞
○ 【土地利用や住まい方の工夫に利用する場合】

⇒居住スペースや１階をピロティ構造にするなど、建築構造の参
考にするなどの活用が考えられる。

○ 【企業立地選択等に利用する場合】
⇒浸水頻度の高い場所への施設の立地を避けるほか、浸水確率
を踏まえて事業継続に必要な資機材を２階以上に移動する、止水
壁を設置するといった対策の検討に活用することが考えられる。

○ 【水災害リスクを踏まえたまちづくり・避難所設置に利用する場合】
⇒立地適正化計画における防災指針の検討・作成への活用など
が考えられる。

取組状況

○ 全国109の一級水系において、国管理河川の水害
リスクマップ（外水氾濫）を公表済。また、水害リス
クマップをまとめたポータルサイトを開設。

○ 降雨の発生確率ごとの浸水
範囲を表示することで、中小
規模の洪水でも比較的浸水
しやすい場所が把握できる。

22

浸水リスクを見える化した水害リスクマップ（外水氾濫）の公表



中部地方整備局

ワンコイン浸水センサ ～官民連携による流域の浸水状況把握～

保険加入者
住宅への設置
による、被害
状況の把握、
保険⾦⽀払い
の円滑化

警備対象施
設における浸
水被害の早
期検知、対
応の迅速化

店舗施設に
おける浸水
被害の早期
検知、対応
の迅速化

河川における
越水や破堤の
早期把握

各種ファシリティの
浸水把握

地域の被害把握、災害対応の迅速化

浸水センサ

データ集約

河川管理

市町村

施設管理

保険会社

警備会社

店舗管理

排水ポンプ
⾞の配置の
迅速化

【既存の技術】 【技術開発】

ヘリによる調査

痕跡調査

リアルタイム性
・悪天候時に調査不可
・夜間調査不可

機動⼒
・広範囲の調査不可
・多数の人材確保
・専門の技術者が必要

・小型
・低コスト
・⻑寿命

ワンコイン浸水センサ
【災害時】
・早期の人員配置
道路冠⽔による通⾏⽌め
避難所の開設 等

・ポンプ⾞配置の検討
【復旧時】
・罹災証明（⾃治体等）の
簡素化・迅速化

・保険の早期支払い
・災害復旧の早期対応

など

令和3年度
・実証実験準備会合を開催
・実証実験に向けてセンサの仕様
や実施内容を検討・確定

令和４年度
・モデル地区となる⾃治体５市町
において、国・⾃治体・⺠間企
業等（10団体）にてセンサを設
置し、実証実験を開始

令和５年度
・モデル地区となる⾃治体を５０
に拡⼤し、国・⾃治体・⺠間企
業等（25団体）にてセンサを設
置し、実証実験を継続

・必要に応じ、エリアを拡⼤

表示イメージ

浸水被害の把握
センサの特徴

官⺠連携による浸水域把握イメージ
堤防の越水・決壊などの状況や、地域における浸水状況の速やかな把握のため、浸水センサ
を企業や地方自治体等との連携のもと設置し、情報を収集する仕組みを構築

⼩型、⻑寿命かつ低コストで、堤防や流域内に多数の設置が可能な浸水センサ

活用イメージ

スケジュール

実証実験に用いている６種類の浸水センサ

（R5.7.31時点）
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中部地方整備局
河川部ワンコイン浸水センサ ～自動販売機搭載型のメリット～

＜メリット１＞
浸水の有無が遠隔地のパソコンから把握できる

＜メリット２＞

電気代・センサ通信費・メンテナンス費用は自販機の収
益からまかなうため、自治体の負担はなし
【条件】
・営業エリアは全国
・１０本程度／日の販売本数が見込まれる

（商品を入れ替える業者の管理する自販機が近いとハードルが下がる）
（借地料によってはハードルが上がる）

＜メリット３＞
有事には自販機在庫を無償開放

【条件】

・施設管理者に自動販売機のカギを貸与し、自治体の判
断で飲料の無償配布が可能

市
章

【設置条件】
・土地所有者の設置許可（使用料は設置者が負担）

（公有地で 浸水センサ搭載型自動販売機 の入札があれば対応可能な企業が応札）
・設置場所決定から、通常2週間程度で生産、設置可能

（電気の引き込み、センサの設置位置、事務手続きによっては追加の時間を要します）

独自センサの事例（中央大学研究開発機構・（一財）河川情報センター・大塚ウェルネスベンディング（株））
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中部地方整備局

 土岐川・庄内川での流域治水を広く周知・PRするため、令和4年7月～9月に流域治水の自由研究を募集。
 最優秀賞・部門賞を決定し、副賞として令和4年12月26日に一日事務所長体験を実施。
 受賞した小学生は名古屋市長からインタビューを受け、自身が取り組んでいる流域治水の取組を紹介。
 広報なごや６月号では「流域治水」が特集され、受賞者のインタビューも掲載。流域治水の機運を醸成 。

受賞者の表彰式

受賞した小学生の
⼀⽇事務所⻑体験

庄内川河川事務所 みずとぴぁ庄内

みずとぴぁ庄内

自由研究の募集パンフ

流域治水の実践・深化 ～ 流域治水の機運の醸成 ～

自由研究
募集

受賞者の皆さんと記念撮影

続いてドローン操作にも挑戦！

みずとぴぁに移動し照明車を操作パトロールカーで河川巡視に出発！

受賞した小学生へ
名古屋市⻑がインタビュー

若い世代が土岐川・庄内川での流域治水について考
え、親しみを持ってもらうことを目的として募集さ
れた、土岐川・庄内川の身近な流域治水に関する自
由研究。みごと賞を受賞したお二人が、自らが行っ
ている流域治水への取り組みを市長に報告。

市民のみなさんに一言

＜受賞者 松尾 泰志 さん（写真右）＞
皆さんも、少しでも川が氾濫した時に対応でき

るように、避難場所などを確保しておいて、すぐ
逃げられる準備などをしておいた方が良いと思い
ます。
＜受賞者 伊藤 奈桜 さん（写真左）＞

水害グッズやハザードマップを用意して、もし
ものときに備えましょう。

若い世代が土岐川・庄
内川での流域治水につ
いて考え、親しみを
持ってもらうことを目
的として、流域治水に
関する自由研究を募集

https://www.cbr.mlit.go.jp/

shonai/bousai/ryuuiki_chis
ui_kyougikai/award/

受賞作品は流域治水協
議会のWEBページに掲
載↓↓↓

名古屋市広報誌流
域治水特集

自由研究の最優秀賞・
部門賞の副賞として、
一日事務所長体験を実
施。
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中部地方整備局
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中部地方整備局
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法的枠組みを活用した「流域治水」の本格的実践

流域水害対策計画に基づく流域治水の実践
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．流域治水プロジェクトの本格的実践
（２）流域水害対策計画を活用する河川の拡大
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特定都市河川浸水被害対策法等の⼀部を改正する法律（令和3年法律第31号）

◆ 流域水害対策計画を活用する河川の拡大

－ 市街化の進展により河川整備で被害防止が困難な河川に加え、自然的条件

により困難な河川を対象に追加（全国の河川に拡大）

◆ 流域水害対策に係る協議会の創設と計画の充実

－ 国、都道府県、市町村等の関係者が一堂に会し、官民による雨水貯留浸透

対策の強化、浸水エリアの土地利用等を協議

－ 協議結果を流域水害対策計画に位置付け、確実に実施

降雨量の増大等に対応し、ハード整備の加速化・充実や治水計画の見直しに加え、上流・下流や本川・支川の流域全体を俯瞰し、国、流域自治体、
企業・住民等、あらゆる関係者が協働して取り組む「流域治水」の実効性を高める法的枠組み「流域治水関連法」を整備する必要

○近年、令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨等、全国各地で水災害が激甚化・頻発化

○気候変動の影響により、21世紀末には、全国平均で降雨量１．１倍、洪水発生頻度２倍になるとの試算

背景・必要性

（20世紀末比）

法律の概要

【目標・効果】 気候変動による降雨量の増加に対応した流域治水の実現
(KPI) 〇浸水想定区域を設定する河川数：2,092河川（2020年度）⇒約17,000河川（2025年度）

流域治水のイメージ

１．流域治水の計画・体制の強化 【特定都市河川法】

２．氾濫をできるだけ防ぐための対策
【河川法、下水道法、特定都市河川法、都市計画法、都市緑地法】

◆ 河川・下水道における対策の強化

－ 利水ダムの事前放流の拡大を図る協議会（河川管理者、電力会社等の利水者等が

参画）の創設（※予算・税制）

－ 下水道で浸水被害を防ぐべき目標降雨を計画に位置付け、整備を加速

－ 下水道の樋門等の操作ルールの策定を義務付け、河川等から市街地への

逆流等を確実に防止

◆ 流域における雨水貯留対策の強化

－ 貯留機能保全区域を創設し、沿川の保水・遊水機能を有する土地を確保

－ 都市部の緑地を保全し、貯留浸透機能を有するグリーンインフラとして活用

－ 認定制度、補助、税制特例により、自治体・民間の雨水貯留浸透施設の

整備を支援 （※予算関連・税制）

３．被害対象を減少させるための対策
【特定都市河川法、都市計画法、防災集団移転特別措置法、建築基準法】

◆ 水防災に対応したまちづくりとの連携、住まい方の工夫

－ 浸水被害防止区域を創設し、住宅や要配慮者施設等の安全性を事前確認（許可制）

－ 防災集団移転促進事業のエリア要件の拡充等により、危険エリアからの移転

を促進

－ 災害時の避難先となる拠点の整備や地区単位の浸水対策により、市街地の

安全性を強化

４．被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
【水防法、土砂災害防止法、河川法】

－ 洪水等に対応したハザードマップの作成を中小河川等まで拡大し、リスク情報

空白域を解消

－ 要配慮者利用施設に係る避難計画・

訓練に対する市町村の助言・勧告に

よって、避難の実効性確保

－ 国土交通大臣による権限代行の対象

を拡大し、災害で堆積した土砂の撤去、

準用河川を追加

（※予算関連）

（※予算関連）

＜予算関連法律＞

◎ 堤防整備等のハード対策を更に推進（予算）

【公布：R3.5.10 / 施行：R3.7.15又はR3.11.1】
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法的枠組みを活用した「流域治水」の本格的実践

流域治水の計画・体制の強化

特定都市河川の指定対象

特定都市河川の指定
全国の河川へ指定拡大

流域水害対策協議会の設置
計画策定・対策等の検討

流域水害対策計画 策定
洪水・雨水出水により想定される

浸水被害に対し、概ね20–30年の間に実施する取組を定める

関係者の協働により、計画に基づき「流域治水」を本格的に実践

市街化の進展が著しく、
家屋連坦等により
河道拡幅が困難な河川

本川からのバックウォーターや
接続先の河川への排水制限が
想定される河川

狭窄部、景勝地の保護等
のため河道整備が困難又は
海面潮位等の影響により排
水が困難な河川

市街化の進展 自然的条件等

特定都市河川浸水被害対策法の適用

○気候変動により、本支川合流部や狭窄部などの箇所において、従来想定していなかった規模での水災

害が頻発している（例）平成30年７月豪雨、令和元年東日本台風 等

○このため、今後、特定都市河川浸水被害対策法に基づく特定都市河川を全国の河川に拡大し、ハード

整備の加速に加え、国・都道府県・市町村・企業等のあらゆる関係者の協働による水害リスクを踏ま

えたまちづくり・住まいづくりを進めるとともに、流域における貯留・浸透機能の向上を図る

【流域水害対策協議会の構成イメージ】

市町村長

河川管理者

下水道管理者

都道府県知事
接続河川の
河川管理者

学識経験者※

民間事業者等※

※計画策定主体が必要と認める場合（任意）

：流域水害対策計画策定主体

住民※（地域の
防災リーダー等）

33



白地図（国土地理院）を加工して作成
河川名の下線は流域治水関連法施行後に指定された河川
検討中の河川とは、指定等の検討を対外的に公表・説明している河川であって国で把握しているものを表示
水系が記載された河川は水系内の指定対象について検討中（本川直轄区間のみ表示）

千歳川

岩木川水系

吉田川
荒川水系

※

（烏川・春木山大沢川流域） 高城川

梯川水系※

○「流域治水」の本格的な実践に向けて、令和３年１１月１日に全面施行された
流域治水関連法※の中核をなす特定都市河川浸水被害対策法に基づき、
特定都市河川の指定を全国の河川に拡大
※特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第31号）

○流域治水関連法施行後全国初の指定となる大和川水系大和川等をはじめ、
１８水系２５３河川が指定されている

【凡例】

特定都市河川
特定都市河川流域

指定手続中の河川
指定手続中の河川流域

指定検討中の河川
指定検討中の河川流域

※は「流域治水関連法等の活用」を
検討中の河川

最上川水系
鳴瀬川水系（多田川流域）

引地川境川
鶴見川

新川

境川

中村川
波瀬川
赤川

寝屋川

大和川江の川
本川

都谷川
六角川

巴川

日下川

釈迦堂川

谷田川逢瀬川

一宮川 ※R5.10.1に指定

休泊川

猿渡川

中川・綾瀬川

34
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「流域治水」の本格的な実践に向けた雲出川水系中村川・波瀬川・赤川等の特定都市河川への指定

35

河道等の整備のみでは早期の浸水被害解消が困難であり、
特定都市河川の指定により、「流域治水」を本格的に実践

•中村川・波瀬川・赤川では、H26.8洪水等において雲出川からの
バックウォーター等により浸水被害が発生

H21.10洪水
雲出川・中村川
・波瀬川・赤川
合流部付近の
浸水状況

中村川・波瀬川
・赤川沿川
自治体と国土交
通省・三重県等
との準備会
（R5.1.23）

河川区間︓雲出川水系中村川等の計９河川
※国土交通大⾂による指定︓中村川、波瀬川等（計８河川）

三重県知事による指定︓⾚川（１河川）
流域⾯積︓約124km2（津市の一部、松阪市の一部）

※中村川流域︓約85km2 、波瀬川流域︓約31km2 、⾚川流域︓約8km2

N

法的枠組み（特定都市河川制度）を活⽤した「流域治水」の本格的実践

特定都市河川流域全体の取組により、
安全度を早期に向上させる

ハード整備の加速化 流出抑制対策の推進

○流域水害対策計画を早急に策定し、位置付けられ
たメニューについて、整備を加速化

・河道掘削、堤防整備
・雲出川本川の無堤部嵩上げ、水門・樋門整備等
・バックウォーターの影響を小さくするための遊水地整
備等

流域治水整備事業等の活⽤ 開発等に伴う流出増への対策の義務化
（雨水浸透阻害⾏為の許可）

水害リスクを踏まえた土地利⽤

○浸水被害が頻発し、住⺠等の生命・⾝体に著し
い危害が生じるおそれのある土地を「浸水被害防
止区域」に指定することを検討

リスクの低い地域への居住誘導・住まい方の工夫
（浸水被害防止区域の指定を検討）

○流出雨水量を現在よりも増加させる⾏為への
対策を義務付け

○流出雨水量を現在よりも減少させるための雨
水貯留浸透施設の整備等を促進

雲出川

波瀬川

赤川中村川

雨水貯留浸透施設に対する補助率嵩上げ・減税
（補助率1/3→1/2,固定資産税1/6~1/2に軽減）

• 中村川・波瀬川・赤川沿川には、伊勢中川駅や津市⼀志総
合⽀所などの重要施設や住宅街が点在

• 雲出川本川に、中村川・波瀬川・赤川が合流し本川からの
バックウォーターの影響を受ける

• 合流箇所には無堤部があり、上下流・本⽀川・左右岸バラン
スを考慮した段階整備と住まい方の工夫が必要

中村川・波瀬川・⾚川流域の特徴

雲出川

波瀬川

赤川
中村川

住宅街

中村川・波瀬川・⾚川等の
特定都市河川の指定
R5.3.31 指定

なかむら は ぜ あか

H26.8 雲出川からのバックウォーター等により浸水被害
が発生（H21,H29等にも浸水被害が発生）

R3.3 雲出川水系流域治水プロジェクト策定・公表
R3.11 改正特定都市河川浸水被害対策法の施⾏

（特定都市河川を全国の河川に拡大）
R4.3 特定都市河川指定に向けて検討開始

（雲出川外流域治水協議会で意⾒交換）
R4.11 雲出川治水事業促進期成同盟会による

要望活動
R5.1 特定都市河川指定に向けて関係者間で合意

国管理河川からの氾濫を想定した水害リスクマップ
（令和2年度末） 雲出川・中村川・波瀬川・赤川合流部付近

浸水深0cm以上となる確率規模

高頻度（1/10）

中高頻度（1/30）

中頻度（1/50）

中低頻度（1/100）

想定最大規模

市町村境界

河川等範囲

浸水想定区域指定の対象となる
洪水予報河川・水位周知河川

大規模雨水処理施設整備事業等の活⽤

○雨水管理総合計画に基づき、内水対策のため
の雨水排水施設の整備を検討

津市

雲出川

松阪市中村川

波瀬川 赤川

波瀬川

中村川

無堤部嵩上げ

赤川

河道拡幅、堤防嵩上げ等

河道掘削

雨水排水
施設の整
備を検討

雨水排水
施設の整
備を検討

堤防整備

遊水地整備無堤部嵩上げ

堤防整備

雲出川

河道掘削

堤防整備

水門整備

河道掘削

樋門整備
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．流域治水プロジェクトの本格的実践
（３）気候変動に対応した計画への改定
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近年、雨の降り方が変化

○ 時間雨量50mmを超える短時間強雨の発生件数が増加。
○ 気候変動の影響により、水害の更なる頻発・激甚化が懸念。

１時間降⽔量50mm以上の年間発⽣回数（アメダス1,300地点あたり）
＊気象庁資料より作成
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1976〜1985
平均 226回
1976〜1985
平均 226回

2012〜2021
平均 327回
2012〜2021
平均 327回

（回/年）

（S51） （S56） （S61） （H3） （H8） （H13） （H18） （H23） （H28） （R3）
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気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について

施設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社会全体で洪水に備える、水防災意識社会の再構築
洪水防御の効果の高いハード対策と命を守るための避難対策とのソフト対策の組合せ

今後も水災害が激化。これまでの
水災害対策では安全度の早期向上
に限界があるため、整備の加速と、
対策手法の充実が必要。

気候変動の影響

人口減少や少子高齢化が進む中、
「コンパクト+ネットワーク」を
基本とした国土形成により地域の
活力を維持するためにも、水災害
に強い安全・安心なまちづくりが
必要。

社会の動向

5GやAI技術やビッグデータの活
用、情報通信技術の進展は著しく、
これらの技術を避難行動の支援や
防災施策にも活用していくことが
必要。

技術革新

○近年の水災害による甚大な被害を受けて、施設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社会全体で洪
水に備える水防災意識社会の再構築を一歩進め、気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、あらゆる
関係者が協働して流域全体で行う、流域治水への転換を推進し、防災・減災が主流となる社会を目指す。

これまでの対策

こ
れ
か
ら
の
対
策

気候変動を踏まえた、計画の見直し

持続可能性

将来にわたり、継続的に対策に
取組、社会や経済を発展させる

河川の流域全体のあらゆる関係者が協働して
流域全体で行う持続可能な治水対策

「流域治水」への転換

強靭性

甚大な被害を回避し、早期復旧・
復興まで見据えて、事前に備える

包摂性

あらゆる主体が協力して
対策に取り組む

変

化

対策の
重要な
観点
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現時点

現在進行中の
気温上昇は更に続く

○ 地球温暖化の影響による気温上昇は、少なくともカーボンニュートラル実現の目標年である2050年頃までは続くこ

とが見込まれる上、2℃上昇後の世界は目前に迫ってきている状況。

○ このままでは、現行の河川整備計画による対策が完了したとしても、治水安全度は目減りしてしまうおそれ。

○ 今後も豪雨災害の脅威が更に高まっていく中、ハード対策を停滞させることなく、加速化することが重要。

＜1850年～1900年に対する世界平均気温における2℃上昇と4℃上昇のシナリオ＞

4℃上昇シナリオ

2℃上昇シナリオ

今後も続く気候変動に伴う水害リスクの更なる⾼まり
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気候変動を踏まえた治水計画のあり方 提言 改訂版【概要】
＜気候変動に伴う降雨量や洪水発生頻度の変化＞

○降雨特性が類似している地域区分ごとに将来の降雨量変化倍率を計算し、将来の海面水温分布毎の幅や平均
値等の評価を行った上で、降雨量変化倍率を設定。

○２℃上昇した場合の降雨量変化倍率は、北海道で1.15倍、その他（沖縄含む）地域で1.1倍、
４℃上昇した場合の降雨量変化倍率は、北海道・九州北西部で1.4倍、その他（沖縄含む）地域で1.2倍とする。

○４℃上昇時には小流域・短時間降雨で影響が大きいため、別途降雨量変化倍率を設定する。

洪水発生頻度流量降雨量気候変動シナリオ

約２倍約１．２倍約１．１倍２℃上昇時

約４倍約１．４倍約１．３倍４℃上昇時

※ ４℃上昇の降雨量変化倍率のうち、短時間とは、降雨継続時間が３時間以上12時間未満のこと
３時間未満の降雨に対しては適用できない

※ 雨域面積100km2以上について適用する。ただし、100km2未満の場合についても降雨量変化倍
率が今回設定した値より大きくなる可能性があることに留意しつつ適用可能とする。

※ 年超過確率1/200以上の規模（より高頻度）の計画に適用する。

＜地域区分毎の降雨量変化倍率＞

４℃上昇２℃上昇
地域区分

短時間

1.51.41.15北海道北部、北海道南部

1.51.41.1九州北西部

1.31.21.1その他（沖縄含む）地域

＜参考＞降雨量変化倍率をもとに算出した、流量変化倍率と洪水発生頻度の変化の一級水系における全国平均値

※ ２℃、4℃上昇時の降雨量変化倍率は、産業革命以前に比べて全球平均温度がそれぞ
れ2℃、4℃上昇した世界をシミュレーションしたモデルから試算

※ 流量変化倍率は、降雨量変化倍率を乗じた降雨より算出した、一級水系の治水計画の
目標とする規模（1/100～1/200）の流量の変化倍率の平均値

※ 洪水発生頻度の変化倍率は、一級水系の治水計画の目標とする規模（1/100～1/200）
の降雨の、現在と将来の発生頻度の変化倍率の平均値
（例えば、ある降雨量の発生頻度が現在は1/100として、将来ではその発生頻度が1/50

となる場合は、洪水発生頻度の変化倍率は２倍となる）

九州南東部

四国南部

紀伊南部

近畿

中部

関東

東北東部

九州北西部

中国西部

瀬戸内

山陰

北陸

東北西部
北海道南部

北海道北部

沖縄
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我が国の治水計画の変遷

明治 昭和大正 平成 令和

近代河川工学
が日本へ導入

●S34伊勢湾台風

●S39新河川法
・治水・利水の⼀体化
・水系⼀貫主義の導入

気候変動の影響が顕在化
今後も水災害が更に激甚化

●H9河川法改正
・目的に環境を追加
・計画に住⺠意⾒を反映

「気候変動による将来の
降雨量の増加」などを考
慮
・過去の年最大降雨を確率処理
して求めた降雨量を1.1倍※

※21世紀末時点での世界の平均地上気
温が２℃上昇した場合を想定（北海道
を除く地域。北海道は1.15倍）

治
水
計
画
の
考
え
方

河
川
法

●M29旧河川法
・河川改修の目的が
低水工事から、高水工事へ

○「過去の実績降雨を用いて確率処理を行い、所要の安全度を確保する治水計画」から、
「気候変動の影響による将来の降雨量の増加も考慮した治水計画」へと転換。

社
会
動
向

主
な
災
害 ●S28⻄⽇本大水害

●S22カスリーン台風
戦後、大水害が頻発

「既往最大主義」
・既往最大洪水を計画の対象

「確率論」の導入
・過去の実績降雨量
を確率処理し、洪水流量を設定

・対象地域の重要度に応じて安全度を設定す
ることで、全国の河川の間で治水安全度のバ
ランスを確保

●H30.7⻄⽇本豪雨
●R1東⽇本台風

●R2.7豪雨

●H12東海豪雨

技
術
の

進
展

・アンサンブル将来予測などの計算手法
等の予測技術の向上

・大規模データ利用等のシステム開発
・水⽂資料の蓄積、水⽂統計解析、
流出解析等の水⽂学の発展
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河道への
配分流量

洪水調節施
設による
調節流量

河道への
配分流量

洪水調節施
設等による
調節流量

現行方針

河川の整備の基本
となる洪水の規模
（1/100等）

流量

将来の気候変動【２℃上昇】
の影響を基本高水に反映基

本
高
水
の
ピ
ー
ク
流
量

改定方針

地域社会や環境への影響を踏まえ
た引堤や河道掘削の可能性を検討

流域の土地利用、沿川の保水・遊水
機能等を反映

※集水域等での取組（雨水貯留浸透施設
の設置、水田貯留、ため池活用、霞堤等
による遊水等）について、効果の定量的
な評価が可能な場合、基本高水の検討
に反映

〇科学技術の進展や現時点のデータの蓄積を踏まえ、将来の降雨量変化倍率、アンサンブル実験による予測降雨波形の活用な
ど、気候変動の影響を考慮して基本高水のピーク流量を設定。

〇基本高水の設定においては、流域の土地利用、沿川の保水・遊水機能等について現況及び将来動向などを評価し、流域の降
雨・流出特性や洪水の流下特性として反映。（集水域等での対策（水田貯留、ため池の活用等）については、取組が進み、効果
の定量的評価が可能になった場合、基本高水の検討に反映）

〇河道と洪水調節施設等への配分については、改めて地域社会や環境への影響を踏まえた引堤や河道掘削の可能性の検討を
行うとともに、既存ダムの洪水調節機能強化等の検討を行い決定。

既存ダムの再生、利水ダムの事前
放流により確保可能な容量を活用
した洪水調節による洪水調節機能
の強化、新たな洪水調節施設の整
備の検討

気候変動の影響や流域の取組等の基本高水や流量配分への反映

※河川の整備の基本となる
洪水の規模は維持

「気候変動」と「流域治水」の新たな視点を踏まえ改定

気候変動を踏まえた
河川の整備の基本となる
洪水の規模（1/100等※）

基
本
高
水
の
ピ
ー
ク
流
量
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43

◯気候変動による降雨量の増大を考慮して、一級水系の河川整備基本方針の見直しを実施。
◯令和５年８月までに１０水系で見直しを行っており、引き続き全国の水系において見直しを推進。

中部地整
狩野川水系：R5.8変更
天竜川水系：審議中

気候変動を踏まえた河川整備基本方針の変更 実施状況
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十勝川水系狩野川水系

沼津市

三島市

函南町

伊豆の国市

沼津市大平地区

伊豆の国市長崎地区函南町間宮地区

狩野川

堂川

伊豆の国市四日町地区

洞川

浸水箇所

○狩野川本川からの外水氾濫は発生せず、人的被害は生じなかったが、内水氾濫により浸水家屋約1,250戸の浸水被害が発生した。

○特に低平地が広がり河床勾配が緩やかな狩野川中流域において浸水被害が大きくなった。

浸水面積(ha) 約850ha

浸水戸数 約1,250戸

・床上浸水戸数：623戸
・床下浸水戸数：627戸

令和元年東日本台風(2019年10月)の被害状況
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十勝川水系狩野川水系

狩野川台風との比較（総雨量）

令和元年東日本台風(2019年10月)における狩野川放水路の治水効果

○ 放水路直上流の千歳橋地点でピーク時に約2,500m3/sの流量を観測したが、約1,600m3/sを放水路で、分派したことにより、放水路より下流の沼津市や三島市
における狩野川本川の水位を低下させることができた。

○ 昭和33年狩野川台風では、狩野川流域において死者・行方不明者853人、家屋浸水6,775戸の甚大な被害が発生したが、令和元年東日本台風（台風19号）で

は、狩野川本川からの氾濫を防ぐことができ、人的被害は生じなかった。

○ 一方、内意水氾濫により約1,250戸の家屋被害が生じたことから、内水対策が課題となっている

狩野川放水路により、約1,600m3/sの洪水を分派し本川の流量を低減

■狩野川台風（昭和33年9月）
湯ヶ島雨量観測所で739mm

平常時
今回の洪水

■令和元年東日本台風
湯ヶ島雨量観測所で778mm

※今回の洪水で流域最大

狩野川台風（昭和33年）の被害と令和元年東日本台風の被害の比較

■狩野川台風（昭和33年）

死者・行方不明者：853人
堤防決壊：14箇所、
家屋浸水：6,775戸

狩野川放水路

昭和40年完成

狩野川台風（昭和33年）による浸水被害の範囲

死者・行方不明者：0人
堤防決壊：0箇所

家屋浸水：約1,250戸※

※家屋浸水は内水等による被害

■令和元年東日本台風

⇒狩野川本川の越水を防ぎ、
人的・物的被害を軽減

狩野川台風 令令令令令令令令令

死者・行方不明者

853人

0人
狩野川台風 令令令令令令令令令

被害額

約2,319

億円

約102億円

狩野川台風 令令令令令令令令令

総降雨量

739mm

同規模
以上

778mm

狩野川台風 令令令令令令令令令

堤防決壊箇所

14箇所

0箇所
狩野川台風 令令令令令令令令令

家屋浸水

約6,755戸

約1,250戸

※台風19号の家
屋浸水は内水
等による戸数

※狩野川台風の被害額は放水路工事誌に記載のある一般
資産・公共土木施設の被害額を推定し現在価値化している
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十勝川水系狩野川水系

↓ ↓ ↓

↓

黄瀬川

●本宿

1,600

大場川

●大場

460

来光川

●蛇ヶ橋

400

3,400

放水路

3,600 ← 2,200    ← 1,500 4,900 ← 4,600

●黒瀬 ●徳倉 ●千歳橋 ■大仁

単位m3/s
■：基準地点
●：主要な地点

駿
河
湾

河道と洪水調節施設等の配分流量図

○気候変動による降雨量の増加等を考慮し設定した基本高水ピーク流量狩野川（大仁地点） 4,600m³/sを河道で対応する。また、放水路の改築により

分派量を3,400m³/sとし、放水路下流河道への配分流量を低減する。

＜狩野川計画高水流量図＞＜河道と洪水調節施設等の配分流量＞

洪水調節施設等による調節流量については、流域の土地利
用や雨水の貯留・保水遊水機能の今後の具体的取り組み状
況を踏まえ、基準地点のみならず流域全体の治水安全度向
上のため、具体的な施設計画等を今後検討していく。

↓ ↓ ↓

↓

基準地点大仁

河道への配
分流量（m³/s

）

洪水調節施設による
調節流量（m³/s）

基本高水のピー
ク流量（m³/s）

4,00004,000狩野川（大仁）

黄瀬川

●本宿

1,200

大場川

●大場

460

来光川

●蛇ヶ橋

400

2,000

放水路

3,600 ← 2,800    ← ← 2,000 ← 4,000

●黒瀬 ●徳倉 ■大仁

単位m3/s
■：基準地点
●：主要な地点

駿
河
湾

【現行】

46

河道への配分
流量（m³/s）

洪水調節施設等による
調節流量（m³/s）

基本高水のピー
ク流量（m³/s）

4,60004,600狩野川（大仁）

流
量

【変更】

●墹之上

●墹之上

※基準地点 大仁の計画規模1/100は踏襲

変更：基本方針（案）現行：基本方針

河道配分流量
河道配分流量

4,000

4,600
将来の気候変動の
影響を反映 ●鏡橋

●鏡橋

5,000

洪水調節流量
（放水路）

洪水調節流量
(放水路）

河道配分流量
狩野川本川 河道配分流量

狩野川本川

2,000

4,000

1,500

流
量

変更：基本方針（案）現行：基本方針

［参考］放水路分派後（墹之上） 流域貯留流量
（遊水機能の
確保等） 4,900



パワポ入手
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流域治水プロジェクト2.0
～気候変動下で水害と共生する社会をデザインする～

水害から命を守り、豊かな暮らしの実現に向けた流域治水国民運動

■現状・課題 ■流域治水プロジェクト更新の方向性

■流域治水２.０のフレームワーク ～気候変動下で水害と共生するための３つの強化～

“量”の強化

 2℃に抑えるシナリオでも2040年頃には降雨量が約1.1倍、
流量が1.2倍、洪水発生頻度が2倍になると試算。
現行の治水対策が完了したとしても治水安全度は目減り

 グリーンインフラやカーボンニュートラルへの関心の高
まりに伴い治水機能以外の多面的な機能も考慮する必要

 インフラDX等の技術の進展

 気候変動を踏まえた治水計画に見直すとともに、流域対
策の目標を定め、あらゆる関係者による流域対策の充実

 対策の“量”、“質”、“手段”の強化により早期に
防災・減災を実現

 気候変動を踏まえた河川及び流域での対策の方向性を
『流域治水プロジェクト2.0』として、全国１０９水系
で順次更新し、流域関係者で共有

“質”の強化 “手段”の強化

 気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）

 流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進

 あらゆる治水対策の総動員

 溢れることも考慮した減災対策の推進

 多面的機能を活用した治水対策の推進

 既存ストックの徹底活用

 民間資金等の活用

 インフラDX等における新技術の活用

降雨量
（河川整備の基本とする洪水規模）

気候変動
シナリオ

約１．１倍２℃上昇相当

洪水発生頻度流量全国の平均的な
傾向【試算結果】 約２倍約１．２倍

※流量変化倍率及び洪水発生頻度の変化倍率は一級水系の河川整備の基本と
する洪水規模（1/100～1/200）の降雨に降雨量変化倍率を乗じた場合と乗
じない場合で算定した、現在と将来の変化倍率の全国平均値

降雨量が約１．１倍となった場合

河川整備計画等についても、
気候変動を踏まえ安全度を維持するための
目標外力の引き上げが必要

２０４０～５０年頃には
どのシナリオでも
世界の年平均気温は
２℃程度上昇

１１水系（豊平川（石狩川水系）・鳴瀬川・関川・雲出川・狩野川・太田川・仁淀川・緑川・梯川・由良川・遠賀川）で公表 49



気候変動に伴う水害リスクの増大

■気候変動に伴う水害リスクの増大

■水害リスクを踏まえた各主体の主な対策と目標

＜気候変動考慮（1.1倍）＞ ＜対策後＞

【目標①】気候変動による降雨量増加後の狩野川台風に次ぐ洪水に対する安全の確保

狩野川流域

〇整備計画で目標としている狩野川台風に次ぐ規模の洪水に対し、2℃上昇時の降雨量増加を考慮した雨量1.1倍となる規模の洪水が発生した場合、狩野

川流域では浸水世帯数が約4,700世帯（現況の約1.8倍）になると想定され、事業の実施により、浸水被害が約1,900世帯に軽減される。

【目標①】
KPI：浸水世帯数

約4,700世帯⇒約1,900世帯

【目標②】市町における内水被害の軽減
（気候変動の影響が含まれている可能性がある令和元年東日本台風規模の出水による浸水被害を軽減）

期間追加対策目的・効果実施主体種別

概ね
20年

浸水対策、排水路網の改善床上浸水の概ね５割解消※）伊豆の国市

氾
濫
を
防
ぐ
・

減
ら
す

河道掘削、水田貯留、歩道舗装透水性化床上浸水の概ね５割解消※）三島市

護岸整備、排水機場整備床上浸水の概ね解消※）沼津市

堆積土砂の浚渫、水田貯留、既存ため池の事前放流、歩道舗装透水
性化、排水路網の改善

床上浸水の概ね４割解消※）函南町

土砂掘削、護岸整備、校庭貯留町内の水害リスク軽減清水町

各機関で
順次実施

内水ハザードマップや地区防災計画、マイ・タイムラインの作成促進等
のソフト対策を静岡県や各市町にて実施

被害の軽減
早期復旧・復興

流域市町

被
害
の
軽
減
・

早
期
復
旧
・
復
興

期間追加対策目的・効果実施主体種別

概ね
30年

既設放水路の最大限活用
放水路改築：300～1,400㎥/s分派量増加

遊水地：数カ所
河道掘削：約30～40万㎥＜現計画の約1.5倍＞

堤防整備

浸水被害を解消国氾
濫
を
防
ぐ
・

減
ら
す

概ね
15年

河道掘削
護岸整備

令和元年東日本台風規模に
対する対策

静岡県

※）令和元年東日本台風時の浸水戸数に対する割合

＜現状＞

現況

浸水世帯数
約2,600世帯

浸水世帯数
約4,700世帯

リスク増大

気候変動

浸水世帯数
約1,900世帯

気候変動

対策後

狩野川

黄瀬川

大場川

柿田川

来光川

狩野川放水路

柿沢川

狩野川

黄瀬川

大場川

柿田川

来光川

狩野川放水路

柿沢川

狩野川

黄瀬川

大場川

柿田川

来光川

狩野川放水路

柿沢川

注）目的・効果は、現行計画である狩野川内水対策ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの目標。下線は、ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝに加え浸水被害解消に向けた検討ﾒﾆｭｰ。

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる
場合がある。それに伴い、上記の浸水範囲も変更となる場合がある。

（狩野川水系）
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⃝令和元年東日本台風では、各地で甚大な被害が発生したことを踏まえ、以下の取り組みを一層推進していくこととし、更に国管理区間の狩野川において
は、気候変動（２℃上昇）下でも目標とする治水安全度を維持するため、整備計画で目標としている狩野川台風に次ぐ規模の洪水に対して2℃上昇時の降
雨量増加を考慮した雨量1.1倍となる規模の洪水を、安全に流下させることを目指す。

⃝加えて、令和元年東日本台風で顕在化した中上流部の内水被害に対して、国・県・市町が連携し、本川支川の河道掘削や排水機場の整備、水田貯留等の
流出抑制対策、さらには安全なまちづくりに向けた取り組み等を、短期・中期・中長期の期間においてより一層強力に推進し令和元年東日本台風と同規
模の内水に対して、狩野川流域全体で床上浸水の概ね５割解消を目指す。更に、床上浸水解消を図るため、排水路網の改善等の検討を引き続き進める。

狩野川流域治水プロジェクト2.0【位置図】
～都市化の進む流域において総合的な治水対策を一層推進し、浸水被害を軽減～

柿木川

狩野川

東名高速道路

1

1

136

414

136

414

246

1

駿河湾

注）具体的な対策内容については、
今後の調査・検討等により変更
となる場合がある。

注）上記の対策は代表的な事例を記
載している。

【位置図】

狩野川

静岡県

神奈川県

床高を浸水深以上
とする対策 等

建築物の浸水対策(イメージ)河道掘削 砂防施設の整備

※写真はイメージ

水田貯留 ●氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

●被害対象を減少させるための対策

●被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

防災教育の取組

※：令和元年東日本台風における、沼津市、三島市、
伊豆の国市、函南町、清水町での内水被害を踏
まえ、被害軽減目標及びその対策内容について、
とりまとめたもの。

建設業等との連携(イメージ)

久保川
黄瀬川

大場川

浪人川

観音川

柿田川

境川

狩野川
放水路

江間川

山田川 修善寺川

修善寺深沢川

嵩田川
下り沢川

船原川

吉奈川
皆沢川

猫越川

与市坂川 岩尾川

本谷川

御殿場市

・森林整備・保全

裾野市

・既存ため池の事前放流

三島市

・既存貯留施設の浚渫：
錦が丘調整池、東大場調整池

・河道掘削：松毛川
・水田貯留等
・歩道舗装透水性化

・排水ポンプ車等による 緊急排水作業の訓練
・内水位監視体制の強化

清水町

・建築物の浸水対策

・土砂掘削：江川、新川
・護岸整備：丸池川、的場川、耕地川
・校庭貯留

伊豆市

・水田貯留
・森林整備・保全

・要配慮者避難支援計画（地区別）の作成支援

・遊水地整備（国交省）

久保川

泉川

黄瀬川

来光川

大場川

浪人川

柿田川

境川

柿沢川

狩野川
放水路

江間川

宗
光
寺
川 野尻川

山田川 修善寺川

修善寺深沢川

嵩田川
下り沢川

船原川

吉奈川
皆沢川

長野川

猫越川

与市坂川 岩尾川

本谷川

堂川

・放水路改築（国交省）

分派堰

狩野川放水路 分流堰付近の空撮

長泉町

・防災出前講座の実施
・個別避難計画の作成

・河川整備

沼津市

・河道拡幅、護岸整備：大平江川
・排水機場整備：大平江川排水機場の新設

凡例

実績浸水範囲（R元東日本台風）

大臣管理区間

河道掘削
堤防整備
護岸・護床整備

橋梁改築・排水機場整備

国 県

放水路改築・遊水地整備

居住誘導区域

伊豆の国市

・河道拡幅：洞川
・貯留施設：長瀬ため池の事前放流
・韮山古川（中条地区）の浸水対策
・江間川流域の浸水対策
・排水路網の改善

※整備計画を変更し、位置
づけることを想定

※整備計画を変更し、位置づけることを想定

市町境 流域界

函南町

・貯留施設：町内公共施設
・既存ため池の事前放流： 軽井沢池
・堆積土砂の浚渫：谷下川等
・歩道舗装透水性化
・水田貯留
・排水路網の改善

・浸水センサの設置・運用

・既存放水路の最大限活用（国交省）

・MIZBEステーション

注）流域治水プロジェクト2.0で
新たに追加した対策については、
今後河川整備計画変更の過程で
より具体的な対策内容を検討する。

黒字：流域治水プロジェクト（現行）
赤字：流域治水プロジェクト2.0

（追加の気候変動対応メニュー）
・流域治水プロジェクト1.0からの追加対策
・直轄の河川整備ﾒﾆｭｰは

赤字：狩野川中流域水災害対策ﾌﾟﾗﾝ※に加
え浸水被害解消に向けた流域対策
の検討ﾒﾆｭｰ

【伊豆市、伊豆の国市、清水町、三島市、沼津市、
御殿場市、裾野市、函南町、長泉町】

ソフト施策の推進

立地適正化計画制度における
防災指針（近隣市町連携）の作成

内外水統合の
水害リスクマップの見える化

【国交省】

内水ハザードマップの作成

地区防災計画の作成促進

マイ・タイムラインの作成促進

BIM/CIM適用による三次元
モデルの積極的な活用

三次元管内図による
浸水想定区域の見える化

※清水町は策定済

・河道掘削・堤防整備（国交省）

森林整備・保全
（林野庁・県・森林整備センター）

砂防施設等の整備
（国交省・県）

既存排水機場の
機能強化(県)

既存排水機場の
遠隔操作化(国)

海岸施設の保全
(国交省・県)
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被害の軽減・早期復旧・復興被害対象を減らす氾濫を防ぐ・減らす

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞

・要配慮者施設の避難確保計画作成促進

○役割分担に基づく流域対策の推進
・内水ハザードマップの作成
・地区防災計画の作成促進
・マイ・タイムラインの作成促進

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞
・河道掘削・堆積土砂浚渫
・堤防整備
・護岸整備
・放水路改築
・遊水地整備

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進

＜具体の取組＞
・既存排水機場の機能強化・遠隔操作化
・排水機場整備
・水田貯留、校庭貯留
・排水路網の改善
・樋管連絡水路新設
・歩道舗装透水性化
・砂防施設等の整備
・森林整備・保全

“量”
の強化

○多面的機能を活用した治水対策の推進
＜具体の取組＞

・MIZBEステーション（防災×賑わい創出）

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞

・立地適正化計画制度における防災指針（近
隣市町連携）の作成
（沼津市、三島市、伊豆の国市、函南町

伊豆市、長泉町、御殿場市、裾野市）
・建築物の浸水対策（清水町）

○多面的機能を活用した治水対策の推進
＜具体の取組＞
・遊水地内の利活用

“質”
の強化

○インフラDX等における新技術の活用
＜具体の取組＞
・ 浸水センサの設置・運用
・ 内水位監視体制の強化
・ 内外水統合の水害リスクマップの見える化
・ 三次元管内図による浸水想定区域の見える化
・ BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用

○既存ストックの徹底活用
＜具体の取組＞
・既設放水路の最大活用
・ため池の事前放流

“手段”
の強化

狩野川流域治水プロジェクト2.0

※赤 字：流域治水プロジェクト1.0からの追加対策
赤字下線：狩野川内水対策ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝに加え浸水被害解消に向けた流域対策の検討ﾒﾆｭｰ 52



気候変動に伴う水害リスクの増大

■気候変動に伴う水害リスクの増大

■水害リスクを踏まえた各主体の主な対策と目標

期間追加対策目的・効果実施主体種別

概ね30年
河道掘削：80万～150万㎥＜現計画の1.5～2.0倍＞

洪水調節施設増強の検討（遊水地3～5箇所）
粘り強い河川堤防

約5,280世帯の浸水被害を解消国

氾濫を防ぐ・
減らす

概ね30年
【赤川流域】雲出川合流点～近鉄橋梁下流（延長

1.7km）
河道拡幅・河道掘削・築堤等

家屋浸水の解消、農地等の
浸水被害の軽減

県

概ね10年流域の二線堤、遊水機能の保全浸水被害を軽減国被害対象を
減らす 概ね10年立地適正化計画に基づく防災指針の作成立地適正化計画による居住誘導津市・松阪市

概ね 5年要配慮者施設の避難確保計画作成の促進
避難確保計画作成し、実効性ある避

難により、被害を軽減
津市・松阪市

被害の軽減・
早期復旧・復興

【目標①】気候変動による降雨量増加後のS57.8洪水規模に対する安全の確保

雲出川流域

＜現状＞ ＜気候変動考慮（1.1倍）＞ ＜対策後＞

現況

リスク増大 対策後

凡例

0.3m未満の区域

河川等範囲

0.3m～0.5m未満の区域

0.5m～1.0m未満の区域

1.0m～3.0m未満の区域

3.0m～5.0m未満の区域

5.0m～10.0m未満の区域

浸水想定区域指定の対象となる
洪水予報河川・水位周知河川

浸水した場合に想定される水深
（ランク別）

気候変動 気候変動

○戦後最大（昭和57年8月）洪水に対し、2℃上昇時の降雨量増加を考慮した雨量1.1倍となる規模の洪水が発生した場合、雲出川流域では浸水世帯数が

約5,280世帯（現況の約1.5倍）になると想定され、事業の実施により、浸水世帯数が解消される。

浸水世帯数
約3,620世帯

浸水世帯数
約5,280世帯

浸水世帯数
約0世帯

【目標①】
KPI：浸水世帯数

約5,280世帯⇒約0世帯

【目標②】特定都市河川（中村川・波瀬川、赤川）流域における浸水被害の軽減

期間追加対策目的・効果実施主体種別

概ね10年排水施設等の整備波瀬川流域排水区の浸水被害の軽減津市
氾濫を防ぐ・

減らす

順次実施浸水被害防止区域等の指定の推進浸水被害の軽減
三重県

津市・松阪市
被害対象を

減らす

順次実施
内水ハザードマップや地区防災計画、マイ・タ
イムラインの作成促進等のソフト対策の実施

被害の軽減
早期復旧・復興

津市・松阪市
被害の軽減・

早期復旧・復興

※上記を含めた対策メニューを位置づけた流域水害対策計画を概ね1年程度で策定。

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる
場合がある。それに伴い、上記の浸水範囲も変更となる場合がある。

遊水地整備

（雲出川水系）
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雲出川水系流域治水プロジェクト2.0【位置図】
～遊水機能を確保し三重の中心地域を守る流域治水対策～

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

■被害対象を減少させるための対策

位置図

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

特定都市河川・流域

○令和元年東日本台風では、全国で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、雲出川流域においても、事前防災対策を推進することとし、
更に国管理区間及び県管理区間の赤川においては、気候変動（２℃上昇）下でも目標とする治水安全度を維持するため、戦後最大流量を記録した昭和57年8月
洪水に対し２℃上昇時の降雨量増加を考慮した雨量1.1倍となる規模の洪水において、浸水被害を軽減させることを目指す。

○中村川・波瀬川・赤川流域では、気候変動の影響に伴う降雨量や洪水発生頻度の変化という新たな課題や流域の土地利用の変遷に伴う保水・遊水地域の減少等
を踏まえ、将来に渡って安全な流域を実現するため、特定都市河川浸水被害対策法の適用を行い、更なる治水対策を推進する。

〇 「田んぼダム」の取組促進と農業用ため池の活用等の流域対策により浸水被害の軽減を図る。

【三重県】

【津市】

河道掘削
河川改修

【笠上川】
土砂災害対策

【三重県】

【林野庁、森林整備センター、三重県、津市、松阪市】

◆ 雲出橋基準点

横断工作物改築

【こも谷川】
土砂災害対策

【三重河川国道事務所】

【津市】

（中村川の下流から順に）
天花寺橋
中村川橋梁
古田井用水堰
三郷井堰
一志橋
一志井堰

【三重河川国道事務所】

【三重河川国道事務所】

【三重河川国道事務所】

赤川

河道拡幅、築堤

河川改修
施設改修

下水道整備
(雨水排水)

【津市】

下水道整備
(雨水排水)

【松阪市】

【三重県】

排水路等の整備
【津市】

浸水センサの
設置・運用

【三重河川国道事務所・津市】

【三重河川国道事務所】

流域内に洪水調節機能増強の検討
（※整備計画を変更し、位置づけることを想定）

雨水浸透阻害行為の許可
（中村川、波瀬川、赤川流域）

【深田川】R4年度完了
土砂災害対策

事前放流

君ヶ野ダム

【三重県】

【三重県】

【三重県】

【三重県、三重河川国道事務所】

森林整備・保全

遊水地整備
環境・生物に配慮した
河道掘削・樹木伐採等

凡例

流域界

浸水想定区域図（想定最大規模）

実績浸水範囲 （戦後最大の昭和57年8月洪水）

大臣管理区間

大臣管理区間の対策（赤字：流域治水2.0より追加、検討中含む）

県管理区間の対策（赤字：流域治水2.0より追加、検討中含む）

市町の対策（赤字：流域治水2.0より追加、検討中含む）

特定都市河川指定により重点的に取組む対策

立地適正化計画の居住誘導区域（津市、松阪市）

河川改修
施設改修

【津市】

粘り強い
河川堤防

河道掘削・築堤等

流域の二線堤、
遊水機能の保全

遊水地整備(国)

雲出川（国）

整備箇所

雨水貯留・浸透施設による
流出抑制（三重県、三重河川国道事務所）

【津市】

【津市】

掘削土砂を活用した
高台防災公園整備

※流域治水プロジェクト2.0で新たに追加した対策に
ついては、今後河川整備計画変更の過程でより具
体的な対策内容を検討する。

※具体的な対策内容については、今後の調査・
検討等により変更となる場合がある。

【朴ノ木谷】
土砂災害対策

【三重県】

【宇谷川】R4年度完了
土砂災害対策

すべての要配慮者施設の
避難確保計画作成促進

【津市、松阪市】

立地適正化計画に基づく防災指針の作成

【津市、松阪市】

ソフト施策の推進

【三重河川国道事務所】

三次元管内図による浸水想定の見える化

マイタイムラインの作成促進
【松阪市】

内外水統合の水害リスクマップの見える化

持続的な水災害教育の実施と伝承

防災気象情報の改善

企業等と連携した避難体制等の確保

【三重河川国道事務所、三重県、津市、松阪市】

【気象台】

SNS・広報誌等を活用した
継続的な情報発信

【三重河川国道事務所、三重県、津市、松阪市、気象台】

BIM/CIM適用による
三次元モデルの積極的な活用

【三重県、津市、松阪市】

【津市、松阪市】

雨水貯留・浸透施設による流出抑制

農業用ため池の活用

水源涵養機能の向上

「田んぼダム」活動への支援

【林野庁、森林整備センター、三重県、津市、松阪市】

流域全体でのグリーンインフラの取組※

浸水被害防止区域等の指定推進
（中村川、波瀬川、赤川流域）

【三重県・津市・松阪市】

河道掘削・築堤(国・県)

整備箇所

6.0k

7.0k

雲出川（国）

中村川（国）

整備箇所

赤川（県）

整備箇所

5㎝

2
0
㎝

浸水センサ設置予定エリア

＜浸水センサ＞

浸水センサの設置・運用(三重河川国道事務所・津市)
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被害の軽減・早期復旧・復興被害対象を減らす氾濫を防ぐ・減らす

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞
・要配慮者施設の避難確保計画作成促進
・雨水貯留・浸透施設による流出抑制
・企業等と連携した避難体制等の確保
・持続的な水災害教育の実施と伝承

○役割分担に基づく流域対策の推進
・マイ・タイムラインの作成促進
・防災気象情報の改善
・SNS・広報誌等を活用した継続的な情報発信

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進

＜具体の取組＞
・流域の二線堤、遊水機能の保全

○気候変動を踏まえた治水計画への見直し
（２℃上昇下でも目標安全度維持）
＜具体の取組＞

・河道掘削
・河道拡幅
・築堤
・横断工作物の改築
・遊水地整備
・洪水調節施設増強の検討

○流域対策の目標を定め、
役割分担に基づく流域対策の推進

＜具体の取組＞
・排水機場の整備
・下水道整備
・排水路等の整備
・雨水浸透阻害行為の許可

（中村川、波瀬川、赤川流域）

“量”
の強化

〇多面的機能を活用した治水対策の推進
＜具体の取組＞
・高台防災公園の整備（防災×賑わい創出）

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞

・立地適正化計画に基づく防災指針の作成
・浸水被害防止区域等の指定推進

（中村川、波瀬川、赤川流域）

○溢れることも考慮した減災対策の推進
＜具体の取組＞

・粘り強い河川堤防

〇多面的機能を活用した流域対策の推進
・「田んぼダム」活動への支援

“質”
の強化

○インフラDX等における新技術の活用
＜具体の取組＞
・浸水センサの設置・運用
・三次元管内図による浸水想定の見える化
・ 内外水統合の水害リスクマップの見える化
・BIM/CIM適用による三次元モデルの積極的な活用

○既存ストックの徹底活用
＜具体の取組＞
・ダムの事前放流
・農業用ため池の活用

“手段”
の強化

雲出川流域治水プロジェクト2.0

※ 上記の他、流域水害対策計画の策定し、対策を推進。
※ 赤字：流域治水プロジェクト1.0からの追加対策
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．インフラ老朽化対策等による
持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現
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中部地方整備局
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度

別
設

置
数

令年年設年年 累累累累累累施設年

設置後40年以上経過した施設
全体の約69％

10年後に設置後40年経過する施設

全体の約84％

全体の約95％

20年後に設置後40年経過する施設

①各課題・問題を踏まえた、適切な維持管理のあるべき姿の実現に向けた取組

中部地方整備局管内直轄河川管理施設の現状について

〈課題〉 施設の老朽化
■中部地整整備局管内の河川管理施設は、昭和40～50年代の高度経済成長期に整備が集中していることから、現
在、同一時期に更新年度を迎えており、予算の大部分を占めている状況にある。

■令和４年度時点において、中部地方整備局管内における河川管理施設のうち、設置後４０年以上経過した施設は、
全体の約７割を占めている。

中部地⽅整備局管内直轄河川管理施設数

Ｒ
４
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中部地方整備局①各課題・問題を踏まえた、適切な維持管理のあるべき姿の実現に向けた取組

〈対応策〉 コスト縮減の取り組みの推進

 河川維持修繕費は、その大部分を維持管理費（約86％）が占め、特に割合の大きい「堤防除草」に係る費用を縮減す
ることにより、河川管理施設の点検結果を踏まえた、施設の修繕を行うための予算確保につながる。

 除草のコストを縮減し、c評価解消を着実に進めることで、適切な維持管理のあるべき姿の実現を目指している。

中部地方整備局管内の適切な維持管理のあるべき姿の実現に向けた取り組みについて

コスト
縮減額（直工）

無償配布割合面積除草全体面積河川名実施項目

約 ２４，６７0
千円

約６８.５%
約1,534
千m2

約２，２３８
千m2

天竜川
下流刈草

無料
配布 約 １９，８70

千円
約９.８%

約 １４２
千m2

約１，４４５
千m2

菊川

無償提供用に準備された刈草（菊川）無償提供用に準備された刈草（天竜川）

修繕

14% 1641.1

百万円

堤防除草
34%

流観

発注者支援等
19%

機械設備

保守関係 7%

河川巡視 5%

操作委託費 3%

その他
18%

維持管理 86%
10487.3百万円

【5年度実施計画額における維持管理費・修繕費の割合】

※事業勘定ベース
維持管理費の内訳

【代表事例】

茶畑や果樹園の敷草等として有効活用牛の飼料、堆肥原料等として有効活用

【チラシ】
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中部地方整備局①各課題・問題を踏まえた、適切な維持管理のあるべき姿の実現に向けた取組

公募型河道内樹木伐採 ～地域連携による樹木処理～

天竜川上流河川事務所では、河道内樹木の除去に係るコスト縮減策として、地域の一般団
体に河道内の樹木を伐採いただく、公募型河道内樹木伐採を平成27年度より実施している。

当地域は薪ストーブユーザーが多く、伐採に参加した協力者のほとんどが、伐採した樹木を
自家用の薪ストーブの燃料に使用しており、地域需要に応えつつ、伐採コストを縮減する取り
組みとなっている。当初は認知度が低く馴染まなかったが、改善に向けた取り組みを実施した
ことで、年々協力者が増加し、令和2年度には過去最多の管内９箇所を２３団体が参加した。

○複数年許可により樹木伐採の継続性を確保
平成30年度より複数年継続許可の仕組みを追加
し、最長５年間の伐採を可能とした。協力者に継
続して作業いただくことが可能となり、協力者は安
定供給に繋がるため、喜ばれている。

事務所ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟおよび事務所維持管理推進PT会議の中で問題点を抽出し、
一般の人が応募しやすい仕組み作り（改善策）の検討を実施

課題抽出のためのＷＧを実施

抽出した改善点
①資料がわかりにくい → 一般の方でもわかる資料づくり
②公募期間が短い → 公募期間を１ヶ月間以上確保する
③公募箇所が少ない → 箇所数を増やし、応募者に選択してもらう

④広報が足りない → 自治体広報誌等へ積極的な広報活動

○自治体広報誌への記事掲載
地域住民が目を通しやすい自治体広報誌へ広く記
事掲載を依頼(Ｒ2は管内13市町村)したことで、応募
数が増えた。

○公募伐採箇所の拡充

申込み件数が定員を超えるようになったため、公募伐

採が可能な箇所を細かく抽出し（特に需要の多い伊

那・駒ヶ根出張所管内）、公募伐採箇所を増やす

○経験団体に依頼し、効率的な伐採を実施

経験団体も増えたことから、新規団体の募集も継続し

つつ、経験団体に継続的に伐採を行っていただき、毎

年一定程度の伐採量を確保出来るようにする

改善に向けた取り組み

本事業における創意工夫点 今年度以降に向けた取り組み

（R3年度は応募多数となったため未実施）
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中部地方整備局①各課題・問題を踏まえた、適切な維持管理のあるべき姿の実現に向けた取組

〈対応策〉 河川管理の高度化・効率化

 近年、施設操作員の高齢化等による担い手不足、外力の増大による操作員の安全確保等を受けて、無動力化ゲートの導入が進
められているが、無動力化ゲートは、確実にゲートが閉鎖されているかの確認が重要となるため、現状では、操作員が現場に向か
い、目視で水路の流況を確認し、逆流が生じていないか等を把握している（操作員の負担が軽減されていない）。

 このような状況を踏まえ、迅速かつ安全に、無動力化ゲートの閉鎖状況の確認、順流・逆流の流況を把握するツールとして、AI機
能付き監視カメラを設置し、AI解析による水位検知・流況検知を検討している。

中部地方整備局管内の適切な維持管理のあるべき姿の実現に向けた取り組みについて

出動

アラート配信

予備水位（黄線）→検知

平衡状態（逆流）

待機

予備水位（黄線）→不検知

水位検知⻩線がまだ確認できる

⻩線が⾒えない状態

ゲート開

アラート配信

流況検知

全体的に順流（青）の検出が多い

順流（青）の検出

順流のため、ゲートは開

平衡状態で検出がない。
逆流が生じるタイミングの可能性あり

ゲート開

AI機能付監視カメラ

・宮西悪水樋管（R4）
・下平川悪水樋管（R4）
・七曲樋門（R4）
の３施設に設置し、監視
カメラとして活用しなが
ら、画像データ（学習デー
タ）を取得しているところ。

流況検知システムは撮影した映像をインプットとして、流れをベクトル解
析し、逆流方向の流れが発生した場合は異常と判断して、メールで通知
（アラート）する仕組み

水位検知システムは、あらかじめ撮影した画像をインプットとして、河
川水位が上昇し、予備水位ライン（黄線）が検知できない場合は、異
常（設定した水位を超えた）と判断して、メールで通知（アラート）する
仕組み

ゲート閉塞確認/流況確認流れがない平衡状態（検出なし）

63



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

３．水辺空間の良好な環境と賑わいの創出による
地域活性化
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中部地方整備局②自然再生事業の展開

河川環境管理シートを活用した自然再生計画

 令和4年度までに全13水系中8水系で策定完了しており、令和5年度中に残り5水系（菊川水系、木曽川水系（上流）、鈴鹿川水系、雲出
川水系、宮川水系）を策定予定。

 櫛田川水系では、R3：河川環境管理シート作成、R5:自然再生計画策定、R6年：事業着手予定である。今後は、他水系でも河川整備基

本方針、河川整備計画、自然再生計画を策定するにあたり、河川環境管理シートを用いて、河川環境の経年変化、要対策箇所の抽出・
対応方針検討、有識者や地域への説明資料として活用する方針。

 直近における事業計画での活用予定
【基本方針・整備計画】天竜川水系、雲出川水系 【自然再生計画】天竜川水系（新規）、木曽川水系（変更）、狩野川水系柿田川（変更）

◆櫛田川水系自然再生計画策定の事例（R5自然再生計画策定予定）

現行計画策定時（H26）からの変遷状

況を定量的に評価し、新たな要対策
箇所の抽出等に活用した。
▲客観的な評価が可能
▲様々な資料の情報を集約可能

中村輪中

左岸の砂州で
土砂が堆積

H26から評価減の要因
▼砂州の土砂堆積
▼ワンドの減少
▼ヤナギ林の侵入

過去と比較して評価点が
下がった箇所を検討

河川環境管理シート

65



中部地方整備局②自然再生事業の展開

河道の二極化対策（木曽川水系木曽川）

 木曽三川では、過去に幾度となく洪水に見舞われ、甚大な被害が発生しており、堤防整備、河道掘削などの河
川改修を実施し、洪水に対する安全性を段階的に高めてきている。

 長年にわたる堤防整備や河道掘削などにより、洪水の流下能力を拡大してきた一方で、植生の繁茂等による河
道の二極化※が顕在化している。

 河道の二極化が進行すると、樹木繁茂による流下阻害、みお筋の河床低下による構造物不安定化、砂礫環境
消失による多様性に富んだ水際環境の喪失が懸念されるため、二極化緩和に向けた取組を実施していく。

 二極化対策の目的（目指すべき河川のすがた）

【治水】
砂州上の樹木繁茂や細粒土砂の堆積、みお筋の過度の洗堀を抑制し、洪水時の流下能力及び構造物の安定性を確保する。

【環境】
河川が本来有している多様性に富んだ水際環境の保全・再生を図る。

目指すべき河川のすがたの形成に向け、
PDCA（計画→対策→評価→改善）サイクルに
基づき、二極化対策を進めていく。

樹木伐開
砂州掘削

玉石の存置

【治水】
●洪水時の
流下能力の確保

●構造物の
安定性の確保

【環境】
●多様性に富んだ
水際環境の
保全・再生

 期待する整備効果 PDCAサイクルに基づく二極化対策の推進

※「河道の二極化」とは、砂州上に細かい土砂が堆積する一方で、みお筋（普段水が流れているところ）の深掘れが進み、砂州とみお筋の河床の高低差が過度に大きくなる現象
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中部地方整備局

【登録の伝達及び確認書の調印式の概要】

日 時 ：令和５年４月２６日（水） １３：３０～１４：００
場 所 ：高森町 大会議室
出席者：高森町長、中部地方整備局河川部長、天竜川上流河川事務所長

登録書の伝達及び連携整備に係る確認書の調印

 災害時の緊急復旧活動や水防活動を迅速に行うための拠点となる河川防災ステーショ
ンに、平時における地域活性化や賑わいの創出の機能を併せ持つ「MIZBEステーショ
ン」として全国で初めて登録。

 この「山吹地区MIZBEステーション」の整備を契機に、あらゆる関係者に活用され、「流
域治水」の推進の拠点となり、また地域活性化が、より一層進むことを期待しています。

舟橋河川部長

 これまで進めてきたかわまちづくり計画と併せて、地域防災に寄与しながら、国と連携し
て地域資源である天竜川を活かして、賑わいの拠点整備していく。

 2028年の国スポ開催やリニア中央新幹線、三遠南信自動車道開通後の地域を見据え

て、地域全体を様々な形で活用し、南信州地域の活気を発信していく素晴らしい場所と
していきたい。

壬生高森町長

三峰川

天竜川

位置図

長野県

静岡県

高森町

山吹地区MIZBEステーション整備イメージ図

〇洪水時の緊急復旧活動等の拠点となる河川防災ステーションの機能に加え、地域活性化や賑わいの創出に寄与

する「MIZBEステーション」の登録制度が新たに設けられ、全国で第１回目の登録箇所として、「山吹地区MIZBE

ステーション」がR5.3に登録。

〇登録の伝達及び高森町と天竜川上流河川事務所の整備連携に係る「確認書」の調印式を行いました。

〇R8北信越プレ国体の開催に向けて、高森町と連携し、R5年度より事業着手します。

やまぶき ミ ズ ベ

壬生高森町長 舟橋河川部長 吉田事務所長藤田副町長

流域治水の実践・深化 ～天竜川「山吹地区MIZBEステーション」に着手～ R5新規着手

※R5新規着手→R7完成予定
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狩野川神島公園オープニングイベントの紹介
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

４．カーボンニュートラルの推進
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官民連携の新たな枠組みによるハイブリッドダム

水⼒発電の促進（⺠間） 地域振興（⺠間・自治体）治水機能の強化（国等）
・運用高度化による治水への有効活用
・放流設備の改造・嵩上げ、堆砂対策

・運用高度化等による増電
・発電施設の新設、増強

・発生した電⼒を活用したダム⽴地
地域の振興

課 題 水害の激甚化・頻発化 / カーボンニュートラル社会の実現 等

政策目標

iv.ダム改造、多目的ダム建設
堤体のかさ上げ等を⾏うダム改造や多目的ダムの建設に併せ、発電容量の設定
などにより、水⼒発電を実施

ⅱ.非洪水期の弾⼒的運⽤ⅰ.洪水後期放流の工夫
非洪水期にまとまった降雨が予測さ
れるまでの間、⼀定の高さまで貯水
位を上げ、これを安定的に放流し、
水⼒発電を実施

洪水後にダムの貯水位を下げる放
流を⾏う際、当面、降雨が予測さ
れない場合は緩やかに放流し、水
⼒発電を実施

ⅲ.発電施設の新設・増設
既設ダムにおいて、発電設備を
新設・増設し、水⼒発電を実施

【ダム改造、多目的ダム建設のイメージ】

【発電設備のイメージ】

ハイブリッドダムの手法

・最新の技術︓最新の気象予測技術・ダム改造技術によるダム運用の高度化
・連携体制︓官（国・自治体等）と⺠（多様な⺠間企業）の連携
・ダム容量︓治水と発電が両⽴できる容量（ハイブリッド容量）の考え方の導入

【ハイブリッドダムの推進方策】

【洪水後期放流の工夫】

官⺠連携の新たな枠組みに
よりハイブリッドダムを推進

令和５年度の取組︓別紙２ p2参照
令和５年度の取組︓別紙２ p1参照
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

５．中部地整におけるインフラDXの推進
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行動計画取組の背景
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行動計画目指す姿
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行動計画（１）②－１）洪水予測の高度化

洪水予測の高度化による災害対応や避難行動等の支援

これまで国管理の洪水予報河川において、洪水予報発表の際に６時間先までの水位予測情報を提供してい
たが、一級水系では水系・流域が一体となった洪水予測や長時間先の幅を持った水位予測情報を提供する
ことにより、河川の増水・氾濫の際の災害対応や住民避難などの支援を図る。

目標

【将来（イメージ）】
水系・流域が一体となった
水位予測情報を提供

・新たに支川等の予測情報を提供
・予測情報の精度向上

数日先の氾濫の可能性の提供
（長時間水位予測）

・数日先の氾濫の可能性の情報を提供
・予測情報の精度向上

【現状】
洪水予報河川における６時間先までの
水位予測情報を提供

・国管理の洪水予報河川のみ水位予測を実施
・６時間先までの水位予測を実施

取組概要

令和８年度以降令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度

※今後の予定は現時点の想定であり、今後の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。

水系・流域が一体となった

水位予測の提供開始

数日先の氾濫の可能性の

提供開始（木曽川、庄内川）

水系・流域が一体となった

水位予測の検討

６時間先水位

予測情報の提供

数日先の氾濫の可能性の検討

（木曽川、庄内川）

１日半先予測の

試験運用

※今後の予定は現時点の想定であり、今後の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。
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行動計画（１）②－３）大規模災害時の被災状況把握

衛星画像等により判読された浸水域を活用して被災状況の把握を効率化

・南海トラフ巨大地震等により広域的に被災した場合は被災状況を把握することが困難であり、迅速かつ
的確な災害対応に支障をきたす恐れがある。
・衛星画像（ALOS-2）等により判読された浸水域から湛水量等を把握できるシステムを導入することによ
り、大規模災害時においても早期に被害の全容を把握し、迅速かつ的確な災害対応を行う。

目標

【将来（イメージ）】
衛星画像等により判読された浸水域を活用して被災状況を把握
・衛星（ALOS-2）画像等により

判読された浸水域をシステムに
取り込むことで、浸水面積や
湛水量を一定の精度で把握
することが可能となる。

・浸水位毎のサンプルデータが
登録されており、浸水位の情報
だけでも浸水状況を想定する
ことができる。

・一定時間ごとの浸水面積、
湛水量を把握することで排水
状況の把握も可能。

⇒迅速かつ的確な災害対応が
可能となる。

【現状】
ヘリ調査や巡視、一般からの通報等によ
り被災状況を推定

・調査範囲が限られ、全容が把握できない。
・排水作業の計画に欠かせない湛水量は手作業で大
雑把に推定するほかない。
・排水状況についても把握が困難。

⇒迅速かつ的確な災害対応に支障をきたす。

取組概要

ヘリ調査

通報

巡視

巡視

通報

通報

被災箇所を
面的に

把握できない

イメージ

令和８年度以降令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度

※今後の予定は現時点の想定であり、今後の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。

湛水量把握
システムの

整備
試行 本格運用
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行動計画（２）②－１）流量観測の無人化・高度化

電波流速計法や画像処理型流速計法等による無人化、高度化の技術導入を推進

これまで洪水時の流量観測は浮子観測にて行われてきたが、近年の激甚化する洪水に対する観測員の安全
確保、昼夜長時間におよぶ観測体制確保が課題である。このため、洪水時の流量観測の無人化、高度化に
より観測体制の効率化を図る。

目標

【将来（イメージ）】
無人化・高度化機器を用いた流量観測
・電波を利用した電波流速計、高感度カメラ（CCTV含む）

の画像解析により表面流速を計測し、無人で流量を
観測することが可能。

【現状】
浮子を用いた流量観測
・最低でも5人程度の観測員が必要なため、観測

が長期化した場合、交代要員が必要。
・河川氾濫等の恐れがある場合、観測員の安全

確保のため観測を断念しなければならない。

取組概要

令和８年度以降令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度

※今後の予定は現時点の想定であり、今後の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。

イメージ

一般的な流量観測の模式図（洪水時）

画像処理型流速計測法電波流速計測法

各観測所における無人化・高度化による流量観測機器の整備

各観測所における無人化・高度化による流量観測の適応性評価

各観測所における無人化・高度化による流量観測 ※浮子観測から無人化・高度化観測への完全切り替え

無人化・高度化による
流量観測方法の検討

各観測所における無人化・高度化による流量観測の浮子観測との整合性評価
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行動計画
（２）②－２）ドローンや画像解析（ＡＩ）を活用した河川巡視等の高度化・効率化

ドローンやＡＩを活用した河川巡視等の高度化・効率化

現在、職員等がパトロール車等で目視により河川巡視を実施しているが、河岸等の車の進入が困難な場所
は、徒歩や船により異常箇所を点検。このため、ドローン・画像解析技術（AI)を活用して異常箇所を自動
抽出する技術開発を推進し、河川管理等の効率化・高度化を図る。

目標

取組概要

令和８年度以降令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度

※今後の予定は現時点の想定であり、今後の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。

現在、職員等がパトロール車等で目視により河川巡視を実施しているが、
河岸等の車の進入が困難な場所は、徒歩や船により異常箇所を点検して
おり、巡視の効率化・高度化、巡視員の安全確保に課題。

【現状】

国が管理する河川において、ドローン・画像解析技 術（AI)を活用し
て異常箇所を自動抽出する技術開発を推進し、河川管理の効率化・高
度化を図る。

【将来的な目標】

現状：河川巡視（目視） 将来：ドローンを活用した
河川巡視（画像解析（ＡＩ））

ドローンや画像解析（ＡＩ）を活用した河川巡視

・洪水による河道の変化を定量的に把握
・日々の巡視では変化を捉えにくい土砂移動 や樹木の変化を定量的に把握

・施設の損傷等について、経年的変化を定量的に把握

・人が近づきにくい部分や危険箇所の状況を 容易かつ安全に把握

ドローン計測

観測から異常・変

状箇所の把握までを
自動化

洪水前

洪水後

変状把握

不法行為把握（AIによる異常の自動判別）

【ドローン・画像解析技術を活用した河川巡視の活用例】

【ドローン・画像解析技術を活用した河川巡視の効果】

【UAVによる砂防施設の点検】
・自律飛行を含めたUAVによ
る施設点検（撮影）を実施。

従来点検 UAV点検

天竜川下流における手引き

運用検討・試行

画像解析のためのデータ収集
（雲出川）

河川巡視

UAVによる砂防施設点検試行（モデル事務所） 本格運用全事務所での試行

砂防施設点検

ドローン・ＡＩを活用した巡視技術
開発・検討

先行河川（狩野川・天竜川下流）での試行
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行動計画
（２）②－３）河川維持管理の三次元データの活用（三次元河川管内図）による

効率化・高度化

河川維持管理の高度化・効率化に向けた三次元河川管内図の整備

三次元点群データを可視化し、現状把握や状況分析、対策検討などのツールとして三次元河川管内図を整備し、河川維持管
理業務の高度化・効率化を図る。

目標

取組概要

令和８年度以降令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度

※今後の予定は現時点の想定であり、今後の進捗状況により、変更等が生じる場合があります。

イメージ

従来、人が計測していた河川定期縦横断測量を、現在は航空
レーザ測量等で実施しており、成果として三次元点群データ
が得られるものの、河川縦横断面図作成以外の用途に十分活
用しきれていない。

【三次元河川管内図の活用例】

【三次元河川管内図の整備による成果】

・堤防や河道の形状を面的に把握することで、追加の測量等が不要

・堤防（変状）や河道（土砂堆積、樹木繁茂）等の状態把握、監視に使用

・河川管理施設のAI診断等に使用

・UAV等によるAI河川巡視等に使用することで、調査や健全度評価等を

更に効率化・高度化

【現状】

従来：河川管内図（紙） 今後：三次元河川管内図

中部地整管内１３水系において、三次元河川管内図を整備し、
河川維持管理業務において活用を図る。

【将来的な目標（令和７年度まで）】

三次元河川管内図イメージ

⇒三次元データを活用し、管内図を立体的に表現することで、
誰もが理解しやすく、説明・情報共有が容易となる

⇒河川に関する情報を集約し、一元管理・共有化、各種シス
テムと連携により、迅速なデータ収集及び共有が可能となる。

すべての水系において三次元河川管内図の整備 全河川本格運用
天竜川水系（天竜川上流、

天竜川下流）整備
豊川・矢作川・庄内川水系

整備
鈴鹿川・雲出川水系整備
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